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中野区の環境 

～中野区環境白書～ 



 

 

はじめに 

私たちは、日常生活や事業活動において大量に資源やエネルギーを消費し続けるラ

イフスタイルによって、環境に大きな負荷をかけてきました。二酸化炭素等の温室効

果ガス排出による地球温暖化、有害化学物質やアスベスト等による健康被害、ごみの

不適正排出、放射性物質による汚染など、さまざまな環境問題が生じています。地球

温暖化の進行による気候変動が、集中豪雨や台風の大型化だけでなく、生態系へも

様々な影響を与え、生物多様性が失われつつあります。 

これらの問題の多くは、より便利さを求める私たちの生活と密接な関係をもってお

り、私たちの生活や事業活動により、意識的または無意識的に生じています。環境問

題を解決していくためには、行政はもとより、区民や事業者が環境に配慮した行動を

心がけるとともに、社会経済システムに環境配慮が織り込まれ、私たち一人ひとりの

ライフスタイルを自然に「脱炭素」・「循環型」・「自然共生型」へ転換することが求め

られています。 

中野区では、「第5次中野区環境基本計画」を策定し、区が目指す環境の姿の実現に

向け、基本目標ごとの具体的な取組施策を推進することとしています。 

環境部は、地球温暖化防止や緑化推進、公害対策、環境美化、清掃・リサイクルに

関する事務を所管しています。2050年までに二酸化炭素排出量実績ゼロを目指す「中

野区ゼロカーボンシティ」の実現に向けて、省エネルギー等設備等の設置に対する補

助金に新たなメニューを追加し、家庭や事業所における脱炭素の取組の加速化を図り

ました。また、区有施設において使用する電力を再生可能エネルギー電力に切り替え

る際、より安価な電力契約を締結するためリバースオークションに参加しました。 

緑化事業では、緑化計画制度による緑化指導等により民有地の緑化に引き続き取り

組むとともに、保護指定樹木等の樹木医診断を実施し、みどりの保全を推進しました。

中野区における生物多様性保全の方向性を検討するため、区内の動植物の実態を把握

する生き物調査を実施しました。 

ごみの収集・運搬、リサイクルでは、ごみ分別アプリにベトナム語及びネパール語

を新たに追加し、分別・排出ルールやごみ減量意識の浸透を図るとともに、ごみの発

生抑制や再使用、再生利用の意識醸成を図るため、普及啓発に取り組みました。 

21世紀の中野を、環境に配慮した区民生活が根づくまちとするため、区は、今後と

も区民・事業者・区の連携を深め、良好な生活環境を保全するための取組を推進して

いきます。 

この冊子は、中野区の環境について、その実態や環境部が所管する事業のほか、区

の事業者としての取組などについて、主に令和7年度における実績をまとめた、中野

区版環境白書です。ご活用いただければ幸いです。 

中野区 環境部  



 

 

 

 
 

中野区ゼロカーボンシティ宣言 

～2050 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指して～ 

 

近年、地球温暖化の影響による豪雨災害やこれまでにない規模の台風

が発生し、日本各地で大きな被害をもたらしています。こうした地球温

暖化に伴う気候変動の影響は、日本のみならず、世界中で注目される深

刻な問題と認識されるようになりました。2015年に合意されたパリ協定

では、世界の平均気温の上昇を産業革命前と比較して、2℃より十分低く

保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求することが定められ、国は、2020

年 10 月に「2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす

る、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指

す」と宣言しました。 

中野区においても気候変動リスクへの緩和・適応にかかる対策等が「持

続可能な開発目標（SDGs）」の推進につながるよう、二酸化炭素排出量の

削減及び環境、経済、社会の統合的向上を目指していく必要があります。 

中野区は、2011 年に中野区地球温暖化防止条例を制定し、区、区民、

事業者の地球温暖化の防止に関する責務を明らかにするとともに、地球

温暖化防止対策を推進するための措置を講じてきました。今後は持続可

能なまちを次世代に引き継いでいくため、区民、事業者との連携・協働

のもと、脱炭素社会の推進と気候変動への適応の課題についての取組を

加速させていきます。そして、「中野区ゼロカーボンシティ」をここに宣

言し、2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指してまいります。 
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Ⅰ 中野区の概要 
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第１章 中野区の現況 

１ 面積と地形 

中野区は23区の西の方に位置し、東は新宿・豊島、西は杉並、南は渋谷、北は練馬

の各区に接しています。 

中野区の面積は15.59km2で、東京都の総面積2,199.94km2の約0.71％、区部面積

627.51km2の約2.48％にあたり、23区中14番目の広さです。(令和8年1月1日現在。国土

地理院令和8年全国都道府県市区町村別面積調。) 

武蔵野台地に位置する中野区内には、沼袋、野方、中野、幡ヶ谷、落合の5つの台地

があり、その台地の間を、江古田川、妙正寺川、旧桃園川※、神田川、善福寺川の5つ

の河川が流れています。標高は、台地面では約40m のところが多く、神田川の流域な

どでは30m以下となっています。 

※旧桃園川：昭和41年に暗渠化されました。 

●中野区の地形 
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２ 人口 

総人口は343,794人（令和8年1月1日現在の住民基本台帳人口による）で、前年の令

和7年1月1日の総人口から2,472人増となりました。人口密度は1km2あたり22,052人と

なっています。 

世帯数は220,969世帯で、単身世帯が多いため、1世帯あたりの人員は平均で1.56人

となっています。 

●人口等の推移（各年1月1日現在） 

 

人口構成は、20歳台が最も多く、総人口の17.0％を占め、次いで30歳台が16.8％、

40歳台が15.1％となっています（いずれも令和8年1月1日現在住民基本台帳人口）。 

●中野区の年齢別人口（令和8年1月1日現在） 
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３ 住環境（みどり・公園） 

昭和30年代以降の人口の急増や急激な宅地化に伴い､区内から自然緑地や農地が減

少し、その結果､過密な市街地が形成されてきました。また､住宅地を結ぶ道路の約7

割が幅員4.5m未満であり､交通や防災の面で多くの問題を抱えています。 

心に安らぎと潤いを与えてくれるみどりは､大気の浄化に寄与するとともに防災機

能としての役割も大きく､わたしたちの生活にとってかけがえのない貴重な財産とな

っています。 

平成28年度に行った第5次緑の実態調査における緑被率は中野区全体の16.14％で、

前回の調査時点の緑被率16.37%（平成19年度実施、第4次緑の実態調査）と比較し0.23

ポイント減少しており、主な要因としては、民有地にあるまとまった緑が相続や宅地

開発等により失われていることが考えられます。一方、第5次緑の実態調査における

みどり率※は中野区全体の17.46％で、平成19年度のみどり率17.54%と比較し、0.08

ポイントの減少に留まり、みどり率の減少値は緑被率の減少値と比較し低い結果とな

りました。これは、平成24年度以降、中野四季の森公園をはじめ、白鷺せせらぎ公園、

南台いちょう公園、本五ふれあい公園と、大規模公園が整備されたことにより、民有

地の緑被面積の減少が、公園面積の増加により抑えられたことを示しています。 

令和8年4月1日現在､区内の公園は170か所47.36ha、児童遊園7か所0.72ha、ポケッ

トパーク（防災広場含む）19か所0.41ha、合計面積48.49㏊です。 

※公園、街路樹(環境施設帯を含む)、樹林地、草地、農地、宅地内の緑(屋上緑化を含む)、河

川、水路、湖沼などの面積が中野区の面積に対して占める割合。 

 

●平成24年度以降に整備された大規模公園（令和8年4月1日現在） 

公園名 面積 供用開始 

中野四季の森公園 15,000㎡ 平成24年 4月 

白鷺せせらぎ公園 9,070㎡ 平成27年 6月 

南台いちょう公園 10,035㎡ 平成28年 2月 

本五ふれあい公園 11,924㎡ 平成28年 3月 

中野四季の森公園 5,780㎡ 

（拡張部分） 

平成29年 4月 

本二東郷やすらぎ公園 6,238㎡ 

（拡張部分） 

平成30年10月 

広町みらい公園 10,376㎡ 令和元年 9月 

平和の森公園 15,782㎡ 

（拡張部分） 

令和 2年 9月 
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４ 道路状況と交通量 

区内の幹線道路は、北から新青梅街道、早稲田通り、大久保通り、青梅街道、方南

通りなどが東西に、東から山手通り、中野通り、環七通り、中杉通りなどが南北に走

っています。 

自動車の交通量は、環七通りで一日の交通量が6.5万台程度となっており、しかも、

その16.4％、1万台の大型車が走り、騒音発生状況に大きな影響を与えています（令和

7年度自動車騒音振動交通量調査結果）。 
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第２章 中野区の環境行政 

１ 中野区環境基本条例 

中野区環境基本条例は、平成10年7月に施行しました。平成8年3月に学識経験者、区

民、事業者、区職員により構成された｢中野区環境にやさしいまちづくり推進会議｣に

条例に盛り込むべき内容の検討を依頼しました。平成9年9月に出された提言を受けて

条例案を作成し、平成10年3月に議会の議決を得て同年7月に施行しました。 

環境基本条例は、環境保全についての基本理念を定め、区民、事業者及び中野区の

責務、協働の取組を明らかにしています。また、区民、事業者が環境保全に関し区長

に意見を申し出ることができること、開発等において良好な環境創出の機会となるよ

う努めること、区が環境基本計画を策定しなければならないこと、環境審議会の設置

などについて定めています。 

 

 

 

 

 

 

２ 中野区環境審議会 

中野区環境審議会は、区の環境基本計画や環境保全に関する基本的事項について検

討するために、中野区環境基本条例に基づき設置する区長の附属機関です。委員は20

人以内で、区民、事業者及び学識経験者によって構成されます。任期は2年です。 

（１）第１期環境審議会 

平成10年10月に第1期環境審議会が発足し、平成12年10月までに8回の審議会が開

催されました。区長から｢中野区環境基本計画に盛り込むべき内容について｣諮問を

受け、平成12年2月に答申を行いました。その後、同年10月に区がまとめた「第1次

中野区環境基本計画素案」について報告を受けました。 

（２）第２期環境審議会 

平成18年4月28日に第2期環境審議会が発足し、平成20年3月までに11回の審議会

と5回の小委員会が開催されました。区長から｢環境基本計画の改定にあたっての基

本的考え方と、同計画に盛り込むべき事項等｣について諮問を受け、平成19年5月18

日に答申を行いました。その後、平成20年3月に区から「第2次中野区環境基本計画

素案」について報告を受けました。 

《環境基本条例の基本理念》 

環境の保全は、次に掲げる事項を基本として行わなければならない。 

○自然の循環を重視すること。 

○人と他の生き物が共にすめる環境をつくること。 

○すべての資源を有効に活用すること。 
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（３）第３期環境審議会 

平成20年12月15日に第3期環境審議会が発足し、平成22年12月までに3回の審議会

が開催されました。「（仮称）中野区地球温暖化防止条例制定に向けた考え方」につ

いて、審議しました。 

（４）第４期環境審議会 

平成26年5月16日に第4期環境審議会が発足し、平成28年3月までに8回の審議会が

開催されました。区長から「中野区環境基本計画の改定に当たっての基本的考え方

と、同計画に盛り込むべき事項等について」諮問を受け、平成27年6月5日に答申を

行いました。 

その後、同年11月に区から「第3次中野区環境基本計画素案」について報告を受

け、平成28年3月に同計画の策定について報告を受けました。 

（５）第５期環境審議会 

令和元年6月7日に第5期環境審議会が発足し、令和3年3月までに7回の審議会が開

催されました。区長から「中野区環境基本計画の改定に当たっての基本的考え方と、

同計画に盛り込むべき事項等について」諮問を受け、令和2年7月20日に答申を行い

ました。 

その後、令和3年3月に区から「第4次中野区環境基本計画素案」について報告を受

けました。 

（６）第６期環境審議会 

令和3年8月5日に第6期環境審議会が発足し、令和5年7月までに4回の審議会が開

催されました。「中野区環境基本計画に関する事項」と「環境の保全に関する基本的

な事項」を審議事項として、第4次中野区環境基本計画のアクションプログラムに基

づく施策等について審議しました。 

令和5年7月24日には、「第6期中野区環境審議会審議概要の報告」をとりまとめま

した。 

（７）第７期環境審議会 

令和6年7月25日に第7期環境審議会が発足し、区長から「中野区環境基本計画の改

定に当たっての基本的考え方と、同計画に盛り込むべき事項等について」諮問を受

け、令和7年8月1日に答申を行いました。 

その後、同年11月に区から「第5次中野区環境基本計画素案」について報告を受け

ました。 
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３ 第 5 次中野区環境基本計画 

（１）中野区環境基本計画改定の考え方 

第4次中野区環境基本計画の策定以降、ウクライナ危機を発端としたエネルギー

価格の高騰が世界の環境政策、エネルギー政策に大きな影響を与えました。また、

G7広島首脳コミュニケ（2023年5月）においては、「気候変動、生物多様性の損失及

び汚染という3つの世界的危機並びに進行中の世界的なエネルギー危機からの未曾

有の課題に直面している」と表明されるなど、区を取り巻く社会経済状況は大きく

変化しています。 

中野区においても、2030年度の目標達成に向けた区の取組内容や削減効果の見込

み、2050年に向けた取組の方向性等を示すため、2024年6月に中野区脱炭素ロードマ

ップを作成し、全庁的に取組を進めてきました。 

こうした背景を踏まえ、中野区脱炭素ロードマップの内容を引き継ぎながら、こ

れまでの中野区環境基本計画が目指してきた概念や目標をさらに発展させ、各政

策・施策を統合的に推進し、相乗効果を得られるように取り組んでいくため、第4次

環境基本計画の見直しの時期を捉えて改定し、第5次中野区環境基本計画（以下「計

画」という。）を策定しました。 

（２）中野区環境基本計画の位置付け 

中野区環境基本計画は、中野区環境基本条例第4条第1号から第7号に掲げる事項

を盛り込み、同11条に基づき策定するものです。環境の保全に関する政策を総合的

に推進するための計画として、区の環境に関する施策の基本的な方向性と具体的な

取組を示すものとします。 

また、計画には、環境分野の個別計画のうち、「地球温暖化対策の推進に関する法

律」に基づく「中野区地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」及び「中野区地球温

暖化対策実行計画（事務事業編）」、「気候変動適応法」に基づく「中野区地域気候変

動適応計画」、「生物多様性基本法」に基づく「中野区生物多様性地域戦略」並びに

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づく「中野区環境教

育等行動計画」を包含します。 

さらに、計画は、中野区基本構想の実現に向けて、中野区基本計画の下位に位置

する個別計画とし、関連計画である「中野区都市計画マスタープラン」、「中野区み

どりの基本計画」などとの整合を図ります。 

（３）中野区環境基本計画の期間 

計画期間は、上位計画である中野区基本計画の計画期間と合わせ、令和8（2026）

年度から令和12（2030）年度までの5年間とします。なお、原則として、計画の期間



 

 

- 9 - 

終了までに評価や検証を行った上で、必要な見直しを行い、次期の計画を策定しま

す。 

ただし、区を取り巻く社会経済状況が大きく変化した場合や、中野区基本計画の

改定があった際には、財政状況、計画の各施策の実施状況及び上位計画や関連計画

の改定内容を踏まえ、計画の見直しを行うこととします。 

（４）SDGs（持続可能な開発目標）の推進 

第4次中野区環境基本計画から引き続き、第5次中野区環境基本計画においても

SDGs の考え方を活用し、長期的・間接的に SDGs の共通目標の考え方に貢献してい

くよう、施策や取組を着実に推進します。 

 

 

 

 

 

 

（５）中野区が目指す環境の姿 

「区民・事業者・区の連携・協働により未来につないでいく環境負荷の少ない持

続可能なまち・なかの～区域を超え社会全体へ貢献するまち～」を目指します。 

中野区基本構想では、10年後に目指すまちの将来像を描いており、環境分野のま

ちの姿を「環境負荷の少ない持続可能なまちをつくります」としています。 

第4次中野区環境基本計画の環境の姿においては、「区民・事業者・区の連携・協

働による持続可能なまち・なかの」を目指すとしていました。これまで培ってきた

環境意識や習慣をさらに発展させ、未来につないでいく必要があることから、これ

を引継ぐとともに、基本構想で描くまちの将来像とも軌を一にして2030年度という

大きな節目の年を目指し、さらには2040年、2050年と新たな世代に豊かな環境をつ

ないでいくため、目指す環境の姿は、「区民・事業者・区の連携・協働により未来に

つないでいく環境負荷の少ない持続可能なまち・なかの」とし、さらに第7期中野区

環境審議会からの答申を踏まえ「区域を超え社会全体へ貢献するまち」を加えます。 

  

本計画に関連する SDGsの目標 
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（６）5つの基本目標 

中野区が目指す環境の姿の実現に向け、これまでの中野区環境基本計画の枠組み

を継承しつつ、次の5 つの基本目標を設定し、総合的かつ着実に取り組んでいきま

す。 
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（７）基本目標の内容と指標 

①脱炭素な暮らし・仕事・まちの実現と気候変動への適応 

気候危機とも言われる気候変動に対する課題認識を区内で共有し、区民、事

業者等と連携してこの危機に立ち向かうために行動を起こしていきます。2050 

年に区内の二酸化炭素排出量実質ゼロの実現や脱炭素な暮らし・仕事・まちの

実現に向けて、気候変動の緩和策（脱炭素化）と適応策に、区民、事業者と一

丸となって取り組んでいきます。また、更なる激甚化等が予想されている気候

変動による影響への適応を進め、区民の生命と財産を守るための備えや災害に

対する強靭化に取り組みます。 

 

指標項目 

基準年度 現状 目標 

平成25年度 

（2013年度） 
令和4年度 

（2022年度） 
令和12年度 

（2030年度） 

CO2排出量 

（千 t-CO2） 
1,059 850 570 

2013年度比 ― ▲19.7％ ▲46.2％ 

 

②資源を大切にする循環型社会の実現 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済・社会様式につながる一方通行型の

線形経済から、持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する循環経済

への移行が国際社会において求められています。資源を可能な限り効率的かつ

循環的に利用することで、持続可能な循環型社会の実現を目指すとともに、特

別区の一員として、最終処分場の延命化のため廃棄物の減量に取り組みます。

区民や事業者は、自らが廃棄物の適正処理に関する責任を負っていることを再

認識するとともに、日常の経済活動と消費生活などを通じて、限りある資源の

有効活用と資源循環の促進に取り組んでいきます。 

 

指標項目 

現状 目標 

令和6年度 

（2024年度） 
令和12年度 

（2030年度） 

区民1人1日あたりのごみ排出量 

（単位：ｇ） 
425 400 
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③快適に暮らせる美しいまちづくり 

まちの美化、良好な景観の保全に取り組むとともに、区と区民、事業者等の

協働による地域の環境美化活動が継続できるよう必要な支援をすることで、誰

もが健康で快適に暮らせる美しいまちづくりを進めていきます。さらに、公害

対策に係る法令等に基づく必要な指導等を実施し、安全で衛生的な生活環境を

確保します。 

 

指標項目 

現状 目標 

令和7年度 

（2025年度） 
令和12年度 

（2030年度） 

住まい周辺の生活環境について 

「景観や街並みについて」を 

「よい評価」とした区民の割合 

（単位：％） 

75.2 80 

 

④みどりや生きものの豊かさを育み、うるおいを生み出すまちの形成 

都市が自然環境との調和を図る上で重要な構成要素である公園・道路・河川

などのみどりを様々な工夫によって増やし、みどりとみどりをつなぐとともに、

植栽の工夫や樹木の適切な管理によるみどりの保全に取り組みます。 

区民が様々な場所で、みどりや生きものの豊かさと、みどりによるうるおい

とやすらぎを感じられるまちの形成を進めます。 

 

指標項目 

現状 目標 

令和7年度 

（2025年度） 
令和12年度 

（2030年度） 

みどりの豊かさに対する区民の満足度 

（単位：％） 
67.0 71 

 

⑤パートナーシップで広げる学びと行動のしくみづくり 

環境施策の課題解決に向けては、区民等に対する普及啓発や環境教育を進め、

多くの区民がより環境の保全につながる選択をするように行動変容を促してい

きます。 

区民等の行動変容促進に向けた取組を持続可能なものにしていくためには、

区が率先して行動を示すとともに、区内事業者をはじめ、地域で活動する団体、

大学等の教育機関などと連携・協働して活動を広げ、区全体で環境行動の意識
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を醸成していきます。 

 

指標項目 

現状 目標 

令和7年度 

（2025年度） 
令和12年度 

（2030年度） 

環境に配慮した取組を行っている 

区民の割合 

（単位：％） 
90.4 98 

 

 

※第4次中野区環境基本計画のアクションプログラムの実績は106頁～138頁に掲載

しています。 
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４ 中野区地球温暖化防止条例 

中野区地球温暖化防止条例は、平成23年7月に施行しました。区民等、事業者及び中

野区の責務を明らかにするとともに、地球温暖化防止対策を推進するための措置を講

じ、区内における温室効果ガスの排出量を削減し、地球温暖化の防止を図ることを目

的としています。また、区民等や事業者に取り組んでいただきたい地球温暖化を防止

する4つの対策及び環境基金の設置、地球温暖化防止対策を積極的に実施した区民等

や事業者の表彰などを定めています。 

なお、区民等や事業者に取り組んでいただきたい4つの対策は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化防止のための４つの行動 

①夏は涼しく、冬は暖かい家や事務所にしよう 

②再生可能エネルギーを使用した設備や、省エネルギーの家電製品を使おう 

③環境に配慮された製品やサービスを使おう 

④車を購入するときにはＣＯ２排出量が少ない車を選ぼう 

１ 夏は涼しく、冬は暖かい家や事務所にしよう 

                    暑さ寒さの原因は窓です。熱が出入りしに 

くい家にしましょう。 

厚手のカーテンを付ける、窓ガラスに断熱 

フィルムを貼ることも効果があります。 

住宅の新築・リフォームの際、高気密・高 

断熱にすることで冷暖房効果が高まり、省 

エネ住宅になります。 

高断熱窓に改修す 

る費用の２分の１（上限 

１５万円）を助成します。 

出典：一般社団法人日本建材・住宅設備産業協会 ※ドアの助成は令和７年度で終了。 
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２ 再生可能エネルギーを使用した設備や、省エネルギーの家電製品を使おう 

再生可能エネルギーとは、太陽光、風力、水力、地熱などを利用 

し、ＣＯ２が発生しない発電をしたクリーンエネルギーです。 

自宅に太陽光発電装置を設置する住宅も増えています。自宅でエ 

ネルギーを創ると、停電時にも電気を使うことができます。 

太陽光発電装置や連携した蓄電システムを設置した際、 

それぞれに１５万円と１０万円を助成します。 

 

 

 

 

 

 

家電（照明器具、エアコン、冷蔵庫、冷凍庫、電気便座、テレビ）、 

温水機器の省エネ性能をラベルで確認できます。省エネ性能は 

日々進歩しています。電気代節約のためにも新商品を選びましょう。 

３ 環境に配慮された製品やサービスを使おう 

地球の環境負荷の低減につながる製品やサービスには「環境ラベル」がつけられて 

います。いくつかの環境ラベルを紹介します。 

＜エコマーク＞「生産」から「廃棄」にわたるライフサイクル全体を通 

して環境への負荷が少なく、環境保全に役立つと認められた商品です。 

 

＜グリーンマーク＞古紙を原料に再生利用した製品です。古紙の利用を 

拡大し、リサイクル促進を目的としています。 

 

      ＜ＦＳＣマーク＞自然資源の持続可能な利用のために適切な森林管理を 

した製品です。消費者が森林保全に参加するためのマークです。 

 

＜ＰＥＴボトルリサイクル推奨マーク＞国内で消費されて回収された使 

用済みＰＥＴボトルを主要構成部材としている商品です。 

統一省エネラベル

は、財団法人省エネ

ルギーセンターが提

供する家電製品の省

エネルギー性能に関

する表示です。 
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扇風機・サーキュレーターのすゝめ 

夏は冷房に扇風機の風をプラス

すると涼しさアップ！ 

温度設定を低くするよりも節

電になります。 

冬はサーキュレーターで空気を

循環すると部屋全体の暖まりが

早いです！ 

首振り機能のあるサーキュレ

ーターは便利です。 

４ 車を購入するときにはＣＯ２排出量が少ない車を選ぼう 

地球環境のために燃費が良く、ＣＯ２排出量が少ない車を選びましょう。環境対策車

種が増えています。 

＜ハイブリッド車（ＨＶ）＞低速時に電気モーターがエンジンをアシスト 

することで燃費が向上し、ＣＯ２排出量が抑えられます。 

 

＜プラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）＞外部電源を充電することで、 

ＨＶよりも高燃費、低ＣＯ２排出量になっています。 

 

＜電気自動車（ＥＶ）＞外部電源で充電し、電気モーターで駆動します。 

化石燃料を使わないため、排出するＣＯ２はありません。 

 

＜燃料電池車（ＦＣＶ）＞水素を燃料として発電し、 

電気モーターで駆動します。水素と酸素が反応する 

だけなので、水だけが排出されます。 

路線バスでの導入も増えてきました。 
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５ 環境部組織図 

令和8年4月1日現在の環境部の組織は次のとおりです。 

（短時間再任用職員・東京二十三区清掃一部事務組合派遣職員含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆環境企画係 

 

企画部 

区

長 

副

区

長 

総務部 

環境課（24名。部長含む） 区民部 

◆環境企画調整担当係長 

 

子ども教育部 

◆環境・緑化推進係 

地域支えあい推進部 

◆環境公害係 健康福祉部 

ごみゼロ推進課（22名） 環境部（168名） 

◆資源回収推進係 

都市基盤部 

◆ごみ減量推進係 
まちづくり推進部 

清掃事務所（122名） 

◆管理係 

会計室 

◆作業係 

◆清掃事務所南中野事業所 
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６ 環境マネジメントシステムの取組 

（１）概要 

区は、平成18年度から区役所本庁舎において、国際標準化機構（ISO）が定めた、

環境マネジメントシステム(以下「EMS」という。)の国際認証規格である ISO14001

に基づいた EMSの運用を開始し、平成23年度からは区役所本庁舎外の施設において

も、エコオフィス活動を中心とした区独自の EMSの運用を開始しました。そして、

平成27年9月に ISO14001の新規格が発行されたことを契機に、平成29年度から区役

所本庁舎だけでなく、本庁舎外の施設においても、ISO14001に基づいた EMSの運用

を開始し、環境に配慮した区政運営を進めてきました。 

そして認証取得から約12年が経過し、EMS の運用が定着してきたことから、平成

31年3月をもって ISO14001の認証を取り下げ、エコオフィス活動に限定した中野区

独自の EMSの取組を行っています。 

以下、「中野区環境マネジメントシステム行動指針」は、環境管理統括者である区

長が、区の全ての事務事業について環境配慮を推進するための指針として策定した

ものです。 

なお、「中野区ゼロカーボンシティ宣言」の達成に向け、令和6年3月19日付けで改

定しました。 

また、上記行動指針に基づき職員がとるべき行動を具体的に示した10項目を『ゼ

ロカーボンシティなかの』職員10のデコ活」を作成し、職員一人ひとりの環境配慮

行動の促進と定着を図っています。 

  

. 
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中野区環境マネジメントシステム行動指針 

 

＜基本理念＞ 

中野のまちの生活や事業活動は、今日まで大きく発展すると同時に、地球環境に

大きな負荷を与え続けてきました。都市部に位置し、人口密度が高く、業務が集積し

ている地域は、多くのエネルギーを消費し、区民生活や業務を維持するため、多くの

二酸化炭素を排出しています。 

 中野区は2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロをめざす「中野区ゼロカーボン

シティ宣言」を行いました。これからの中野を持続可能な活力あるまちとして次の世

代に受け継ぐためには、中野区も一事業者として脱炭素社会の実現に向けた課題に真

摯に向きあい、全庁を挙げて、事業活動の全ての面において、環境負荷の低減や環境

の質の向上に資する取組みを推進することが不可欠です。 

 このような認識のもと、中野区は環境に配慮した行動を着実に実践していきます。 

 

＜行動指針＞ 

１ 環境に配慮した行政運営を進めます。 

２ 省エネを徹底し、エネルギー消費量を削減します。 

３ ペーパーレス化を徹底し、紙使用量を削減します。 

４ ごみの発生を抑制し、リサイクルを推進します。 

５ 環境に配慮した物品を調達します。 

 

２０２４年３月１９日 

中野区長 酒井 直人 

 

２０１９年３月１４日   

中野区長 酒井 直人 
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＜「ゼロカーボンシティなかの」職員１０のデコ活＞ 

○ 環境に配慮した行政運営を進めます。 

１ 区の事業活動の全ての面において、環境に配慮した計画的・効率的な行政運営

を行います。 

２ 施設整備、電力調達、庁有車の調達などの環境配慮方針に基づき、全ての部署

が主体的に環境負荷の低減に努めます。 

○ 省エネを徹底し、エネルギー消費量を削減します。 

３ 全ての職員は、残業時間の削減に努めます。また、業務のあらゆる場面におい

て、節電、節ガスなどの省エネ行動を徹底します。 

４ 庁有車の利用は控え、徒歩、自転車、公共交通機関等による移動を優先します。 

５ クールビズ・ウォームビズの意識を醸成し、身だしなみガイドラインに沿って

気候に合わせた服装で業務を行います。 

○ ペーパーレス化を徹底し、紙使用量を削減します。 

６ DX 化の推進により不要な紙の印刷を抑制し、クリアデスクを徹底します。 

７ 職員同士の会議のみならず、区民や事業者との会議などを実施する際にも、Ｉ

ＣＴ機器を活用し、ペーパーレスを推進します。 

○ ごみの発生を抑制し、リサイクルを推進します。 

８ 廃棄プラスチック削減のために、職員はマイバッグやマイボトルを活用します。

イベントや会議などでもプラスチック容器の抑制に努めます。 

９ 外部で購入したものの持ち帰りを徹底し、ごみの分別により資源化を心掛けま

す。 

○ 環境に配慮した物品を調達します。 

10 物品等の調達にあたっては、中野区グリーン購入ガイドラインに基づく調達を

行います。 

デコ活とは？ 

「デコ活」は環境省が決定した「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」

の愛称です。英語で脱炭素「デカーボナイゼーション」と「エコ」を組み合わせた造語

で、二酸化炭素（CO2）を減らす環境に良い活動という意味が込められています。 
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（２）本庁舎における具体的な取組実績 

区では EMSの取組として、エコオフィス活動に取り組んでいます。 

エコオフィス活動とは、紙やエネルギーの使用及び廃棄物の排出、グリーン購入

の推進等にあたり、省資源及び環境負荷低減を目指す活動のことです。 

① コピー・プリンタ使用量 

区では、不要な印刷を控え、電子文書を活用

する等、コピー・プリンタ使用量を削減するた

めの取組を推進しています。 

令和7年度のコピー・プリンタ使用量は、右の

グラフのとおりです。令和6年度と比べて6.0%

減少しました。 

② エネルギー使用量 

区では、長時間離席する場合のパソコンのシャットダウンの徹底等、エネル

ギー使用量（電気・ガス・水道）を削減するための取組を推進しています。 

令和7年度のエネルギー使用量は、以下のグラフのとおりです。令和6年度と

比べて電気使用量が7.6%増加、ガス使用量が13.5%減少、水道使用量が17.9%増

加しました。電気使用量、水道使用量の増加要因として、酷暑対応に伴うエネ

ルギー使用量の増加等が考えられます。 
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③ 廃棄物全体排出量 

区では、マイバッグ及びマイボトルの推奨等、廃棄物排出量を削減するため

の取組を推進しています。令和7年度の廃棄物全体排出量（※雑紙、シュレッダ

ー紙片等の不用紙(資源)除く。）は、以下のグラフのとおりです。令和6年度は

新庁舎移転の影響により一時的に廃棄物排出量が増加しましたが、令和7年度の

排出量は減少し、令和5年度を下回っています。 

 

 

 

 

   

   

（３）庁外施設における具体的な取組実績 

① コピー・プリンタ使用量 

 

 

 

 

 

  

② エネルギー使用量 
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③ 廃棄物排出量 

 

 

 

 

 

 

（４）令和８年度 エコオフィス活動における区全体の目標 

令和8年度のエコオフィス活動における区全体の目標は以下のとおりです。この

目標を踏まえ、各職場でエコオフィス活動の取組を計画し、実施していきます。 

 

 

エコオフィス活動 

の種類 
区全体の目標（本庁舎・庁外施設） 

エネルギー使用量の削減 令和７年度実績値より削減する。 

紙の使用量の削減 コピー・プリンタ使用量を令和７年度実績値より削減する。 

廃棄物排出量の削減 令和７年度実績値より削減する。 
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Ⅱ 地球温暖化防止への取組 
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第１章 地球と都市の温暖化 

（１）国際社会の動きと日本の取組 

地球温暖化は、産業革命以降の人間活動による温室効果ガスの排出が主な原因と

されており、国際社会はその深刻な影響を抑えるためにさまざまな取り組みを進め

てきました。1992年には「気候変動枠組条約（UNFCCC）」が採択され、地球規模での

温暖化対策の枠組みが整えられました。1997年には日本の京都市で「京都議定書」

が採択され、先進国に温室効果ガスの削減義務を課す初の国際的な合意が成立しま

した。 

その後、2015年には「パリ協定」が採択され、すべての国が削減目標を持つこと

が義務づけられました。この協定では、地球の平均気温上昇を産業革命前と比べて

2℃未満、できれば1.5℃以内に抑えることを目指しています。この目標を達成する

ためには、世界全体での温室効果ガス排出量の大幅な削減が求められています。 

科学的な根拠としては、世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）のもとに設

立された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が中心的な役割を果たしていま

す。IPCC はこれまでに6回の評価報告書を公表しており、最新の第6次評価報告書

（2021～2023年）では、地球温暖化が人為的なものであることに疑いの余地はない

と明言しています。また、今後の気温上昇については、温室効果ガスの排出シナリ

オによって大きく異なり、対策を講じなければ21世紀末には最大で4.8℃の上昇が

予測されています。 

日本においても、これらの国際的な動向を踏まえた政策が進められてきました。

2016年には「地球温暖化対策計画」が策定され、2030年度までに2013年度比で26％

の温室効果ガス削減を目指す中期目標が掲げられました。さらに、2020年10月には

政府が「2050年カーボンニュートラル」を宣言し、温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロにするという長期目標を明確にしました。 

その後、2025年2月には「地球温暖化対策計画」が改定され、2035年度に60％、2040

年度には73％の削減を目指す新たな中間目標が設定されました。これにより、2050

年のカーボンニュートラル実現に向けた道筋がより具体的に示されています。 

また、日本では再生可能エネルギーの導入拡大、地域主導のゼロカーボンシティ

の推進、企業によるグリーントランスフォーメーション（GX）投資の促進、そして

国民一人ひとりの行動変容を促す「デコ活」など、多方面からの取り組みが進めら

れています。さらに、気候変動の影響に適応するための「気候変動適応法」も整備

され、緩和策と適応策の両面からの対応が求められています。 
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（２）日本の温室効果ガス排出状況 

① 温室効果ガス排出量 

2024年度の日本の温室効果ガス総排出量は、二酸化炭素（CO2）換算で10億

4,600万トンとなっており、2013年度の総排出量と比べて24.9％(3億4,710万ト

ン）減少しています。 

2024年度を2023年度と比較すると1.9％（2,030万トン）減少しており、エネ

ルギー消費量の減少（省エネの進展等）及び電力の脱炭素化に伴う電力由来の

CO2排出量の減少等が要因として考えられています。 

 

② CO2排出量 

温室効果ガスの9割以上を CO2が占めています。2024年度の CO2排出量は9億

7,100万トンとなっており、2013年度の CO2排出量と比べて26.0％（3億4,090万

トン）減少しています。 

2024年度の部門別 CO2排出量を2013年度と比較すると、産業部門が28.0％、民

生（業務）部門が31.1％、民生（家庭）部門が30.1％、運輸部門が16.5％減少

しています。 

 

  

● CO2換算した温室効果ガス排出量（単位：100万トン） 

年  度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

排出量 1,394 1,343 1,303 1,284 1,269 1,220 

年  度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

排出量 1,186 1,120 1,142 1,111 1,067 1,046 

出典：環境省「2024年度（令和 6年度）の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）について 

●部門別 CO2排出量（単位：100万トン）     

部 門 
エネルギー 

転換 
産業 運輸 

民生 

（業務） 

民生 

（家庭） 

工業プロ

セス 
廃棄物 その他 

2013年度 104.0 464.0 224.0 235.0 209.0 49.4 24.5 3.1 

2024年度 76.8 334.0 187.0 162.0 146.0 37.3 25.5 2.1 

出典：環境省「2024年度（令和 6年度）の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）について｣ 
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●部門別 CO2排出割合（単位：％）      

部 門 
エネルギー 

転換 
産業 運輸 

民生 

（業務） 

民生 

（家庭） 

工業プロ

セス 
廃棄物 その他 

2013年度 7.9 35.3 17.1 17.9 15.9 3.8 1.9 0.2 

2024年度 7.9 34.4 19.3 16.7 15.1 3.8 2.6 0.2 

出典：環境省「2024年度（令和 6年度）の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）について｣ 
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第２章 中野区の温暖化対策 

第5次中野区環境基本計画では、脱炭素社会への実現に向けて、二酸化炭素（CO2）

排出量やエネルギー消費量の削減の推進を図ることとしています。 

（１）温室効果ガス排出量 

①温室効果ガス排出量 

2023年度の中野区の温室効果ガス総排出量は、CO2換算で86万3,000トンとなっ

ており、2013年度の総排出量と比べて22.8％(25万5,000トン）減少しています。 

●CO2換算した温室効果ガス排出量（単位：1,000トン） 

年 度 2013 2014 2015 2016 2017 

排出量 1,117 1,063 1,009 989 1,020 

年 度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

排出量 991 968 965 979 940 863 

出典：オール東京６２市区町村共同事業「温室効果ガス排出量について」 

②CO2排出量 

温室効果ガスの約9割を CO2が占めています。2023年度の CO2排出量は79万

1,000トンとなっており、2013年度の CO2排出量と比べて25.3％（26万8,000ト

ン）減少しています。 

2023年度の部門別 CO2排出量を2013年度と比較すると、民生（家庭）部門が

22.0％、民生（業務）部門が30.0％、運輸部門が30.0％減少しています。 

部門別の CO2排出割合は、民生（家庭）部門と、民生（業務）部門の占める割

合が大きく家庭や事務所、店舗などで CO2排出量の削減を推進することが重要

です。 

●部門別 CO2排出量(単位:1,000トン)       

年 度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

産 業  30  23  20  23  27  25  24  27  23  27 18 

民生(家庭) 526 497 474 473 487 460 451 466 473 453 409 

民生(業務) 316 295 264 256 253 256 242 226 232 225 221 

運 輸 152 151 145 127 128 121 117 109 111 108 107 

廃棄物 36  33  35  35  37  37  39  39  39  38 37 

合 計 1,059 999 938 913 931 899 872 866 878 850 791 

出典：オール東京６２市区町村共同事業「温室効果ガス排出量について」  
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●部門別 CO2排出割合（単位：％）        

年 度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

産 業  2.8   2.3   2.1   2.5   2.9   2.8   2.8   3.1   2.6  3.1 2.3 

民生(家庭) 49.7  49.7  50.5  51.8  52.3  51.2  51.7  53.8  53.9 53.2 51.6 

民生(業務) 29.8  29.5  28.1  28.0  27.2  28.5  27.8  26.1  26.5 26.4 27.9 

運 輸 14.4  15.1  15.5  13.9  13.7  13.5  13.4  12.6  12.6 12.7 13.5 

廃棄物  3.4   3.3   3.7   3.8   4.0   4.1   4.5   4.5   4.4  4.5 4.7 

出典：オール東京６２市区町村共同事業「温室効果ガス排出量について」  
 

●温室効果ガスの総排出量(2023年)（単位：1,000トン-CO2換算） 

ガス種類 中野区 特別区 東京都 全国 

二酸化炭素（CO2） 791 36,535 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50,080 988,000 

メタン(CH4) 2 

 

48 600 29,500 

 

 

00 

一酸化二窒素(N20) 3 118 480 15,200 

ハイドロフルオロカーボン類

（HFCs） 

67 

 

2,779 3,190 28,500 

パーフルオロカーボン類

（PFCs） 

0 2 0 3,100 

六ふっ化硫黄（SF6） 0 23 20 2,100 

三ふっ化窒素（NF3） 0 1 

 

0 200 

合計 863 

 

39,506 54,380 1,067,000 
出典：オール東京６２市区町村共同事業「温室効果ガス排出量について」 

出典：東京都環境局「東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査

(2023(令和 5)年度実績)｣ 

出典：環境省「2024年度（令和 6年度）の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）について｣ 

（２）エネルギー消費量 

2023年度の中野区のエネルギー消費量は、9,183TJ(テラジュール)となっており、

2013年度の消費量と比べて13.4％(1,424TJ)減少しています。 

また、エネルギー消費量の割合を部門別に見ると、民生（家庭）部門の割合が55.5％

と最も高く、次いでオフィスなどの民生（業務）部門の割合が26.6％となっています。

二つの部門の消費量で80％を上回っており、中野区では特に家庭やオフィスなどで

エネルギー消費量を削減する取組を進めることが重要です。 
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●部門別エネルギー消費量(単位:TJ)    

年 度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

産 業   334   261   225   257   305   283   275   323   269   315 215 

民生(家庭) 5,434 5,406 5,129 5,225 5,466 5,150 5,233 5,502 5,578 5,297 5,093 

民生(業務) 2,885 2,772 2,547 2,534 2,548 2,571 2,510 2,368 2,373 2,353 2,446 

運 輸 1,954 1,965 1,888 1,643 1,663 1,572 1,522 1,428 1,450 1,419 1,428 

合 計 10,607 10,404 9,788 9,660 9,981 9,576 9,540 9,622 9,670 9,385 9,183 

出典：特別区協議会「オール東京 62市区町村共同事業資料」    

    

●部門別エネルギー消費割合（単位：％）    

年 度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

産 業  3.1  2.5  2.3  2.7  3.1  3.0  2.9  3.4  2.8  3.4 2.3 

民生(家庭) 51.2 52.0 52.4 54.1 54.8 53.8 54.9 57.2 57.7 56.4 55.5 

民生(業務) 27.2 26.6 26.0 26.2 25.5 26.8 26.3 24.6 24.5 25.1 26.6 

運 輸 18.4 18.9 19.3 17.0 16.7 16.4 16.0 14.8 15.0 15.1 15.6 

出典：特別区協議会「オール東京 62市区町村共同事業資料」     

  

●2023年度の部門別エネルギー消費割合(単位:％) 

  中野区 特別区 東京都 全国 

産 業 2.3 5.6 7.1 45.5 

民生(家庭) 55.5 33.8 39.8 14.8 

民生(業務) 26.6 41.3 33.1 15.6 

運 輸 15.6 19.2 20.0 24.1 

出典：特別区協議会「オール東京 62市区町村共同事業資料」 

出典：東京都環境局「東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査

(2023(令和 5)年度実績)」 

出典：資源エネルギー庁「2023年度エネルギー需給実績（確報）」 
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（３）温暖化対策の主な取組 

① なかのエコポイント（令和7年度末で終了）  

区内の CO2排出量の半分以上を占める家庭部

門において CO2排出量の削減を促進するため、

平成23年7月からなかのエコポイント制度を

開始し、平成30年4月から、環境に配慮した

様々な行動を応援するため、区による廃食用

油の拠点回収への持込や環境イベント等に参

加するとポイントが貯まる「環境行動コース」

を実施していました。貯まったポイントは、

500ポイント単位で区内共通商品券やプリペ

イドカードとの交換、中野区環境基金への寄

付に利用できました。ポイントの配布は、令和

５年度末で、ポイント交換は令和７年度末で

終了しました。 
 

●なかのエコポイント（環境行動コース）実績 

 

 

 

② なかのエコチャレンジ 

環境学習教材「なかのエコチャレンジ」は、一人ひと

りが生活の中で、地球温暖化防止の意識を持って行動す

ることで、温暖化の原因となる CO2を減らすことができ

ることを学習する冊子です。令和7年度は、区内の小学

校5,529人及び中学校940人の児童・生徒が、CO2削減のチ

ェックシートに取り組み、合計で9,248kg の CO2排出量

を削減することができました。 

  

●なかのエコチャレンジ実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

 実施人数（人） 5,412 6,443 6,469 

CO2削減量（kg） 8,251 9,649 9,248 

 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

申請者数（人） 162 36 0 

▲環境学習教材 

「なかのエコチャレンジ 2025」 
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③ 地域環境アドバイザー派遣事業（令和 7年度末で終了） 

地域における環境保全活動や地球温暖化防止活動を支援するため「中野区地

域環境アドバイザー」を学校や町会・自治会などで行う環境講座や学習会など

に派遣しました。 
 

●地域環境アドバイザー派遣実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

事業回数（回） 0 1 1 

アドバイザー派遣人数（人） 0 1 1 

参加人数（人） 0 26 12 

 

④ カーボン・オフセット※1事業（中野の森プロジェクト） 

なかの里・まち連携自治体である群馬県

みなかみ町及び土地所有者と5年間の協定

を締結（平成26年4月）し、牧場跡地に約

15haの「中野の森」を設け、平成26年度に

は6千本、平成27年度～平成30年度には6.2

千本（5年間で約3万本）の植林を行いまし

た。この植林により、群馬県から「森林整

備による CO2吸収量（5年間で136.5t の計

画認証）」の認証を受けました。 

平成31年4月には、協定期間満了に伴い、

協定を見直し、更新しました。これにより、

木材利用の促進や環境交流・環境学習を推

進していきます。また、「森林整備による

CO2吸収量」認証（令和7年度103t）を受け

ました。 

同じくなかの里・まち連携自治体である

福島県喜多方市と平成 27 年 7 月に 5 年間

の協定を締結し、間伐した森林による CO2 吸収分オ

フセット・クレジット（J-クレジット）※2を購入し、森林整備を支援していま

す。令和 2年 4月には、協定期間満了に伴い協定を見直し、更新しました。 

※1 カーボン・オフセットとは 

区内での日常生活や事業活動に伴い排出し、削減努力をしても減らせない CO2 を、

区外での植林や間伐などによる CO2吸収量で埋め合わせることです。 

▲喜多方市の様子 

▲みなかみ町の様子 
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※2 オフセット・クレジット（J-クレジット）とは 

環境省のオフセット・クレジット制度に基づく、金銭的な価値をもつ取引可能な CO2

吸収量のことです。 
 

●カーボン・オフセット（みなかみ町）実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

CO2吸収量（t） 92.0 98.0 103.0 

 

●カーボン・オフセット（喜多方市）実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

J-VER購入量（t） 70 70 70 

 

また、平成26年7月から、区民・事業者等が地球温暖化の防止に貢献していた

だけるよう、環境基金への寄付募集を開始しました。寄付金は、中野区環境基

金に積み立て、みなかみ町や喜多方市での森林整備及びその支援の費用の一部

として活用しています。 

寄付コースは次のとおりです。 

Ａ：「森林再生応援『Ｍｙ記念』」コース（森林再生応援メンバー証を発行） 

Ｂ：「中野の森パートナー」コース（中野の森パートナー証を授与） 

Ｃ：「中野の森づくり貢献協賛」コース（プレートの進呈及び感謝状の贈呈） 
 

●環境基金への寄付実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

寄付件数（件） 6 4 4 

 

 

 

また、カーボン・オフセット事業への区

民の関心を高めるために、令和7年度は植

樹体験やリンゴ狩り体験を含めた日帰り

のバスツアーを中野の森プロジェクトを

進めている群馬県みなかみ町で実施し、28

人が参加しました。 

 

●環境交流バスツアー実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

参加人数（人） 23 30 28 

 

▲植樹体験の様子 
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⑤ パネル展示（6月環境月間、11月～3月冬季の省エネキャンペーン期間） 

省エネルギーへの取組を推進するために

家庭や事業所等でできる温暖化対策や区の

施策などの紹介として、令和7年度は6月の環

境月間と11月から3月までの冬季の省エネキ

ャンペーン期間に合わせ、6月と12月末から1

月にかけて区役所1階ロビーと中野駅ガード

下ギャラリー夢通りにてパネル展示を行い

ました。 

●パネル展示実績 

 

⑥ 子どもエコ講座 

子どもたちの身近な生活を通して、環境問

題をわかりやすく理解する講座を夏休み期間

中に行っています。令和7年度は、8月3日に小

学校1～3年生向け（テーマ「親子で木材に触

れよう、木材で遊ぼう」）と8月11日に小学4～

6年生向け（テーマ「エネルギーの創・蓄・省

と工作教室～次世代エネルギーキット作り

～」）の講座を実施しました。 

●子どもエコ講座実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

参加人数（人） 21 47 52 

⑦ なかのエコフェア 

脱炭素社会の実現をテーマに、区民・事業者が CO2削減を理解し、環境に配慮

した取組を推進する、産学官民が連携した啓発イベントとして、例年 11月頃に

実施しています。また、令和 5 年度よりデコ活コンテストを実施し、区民・企

業等で実施しているデコ活を募集し、優秀賞等を表彰しています。 

「なかのデコ活コンテスト」では、区内在住・在勤・在学の皆さまから、3つ

の部門で脱炭素のアイデアを募集しています。「デコ活部門」では実際に行って

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

環境月間 

パネル展示日数（日） 
3 12 12 

冬季の省エネルギー対策 

パネル展示日数（日） 
4 12 19 

▲パネル展示の様子 

▲「子どもエコ講座」の様子 
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いる脱炭素行動を、「キッズアイデア部門」では区内小中学生から地球規模での

脱炭素行動・区の取組へのアイデアを、「キャッチコピー部門」では「なかのエ

コフェア」にて実際に使用するキャッチコピーを募集しています。 

●なかのエコフェア実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

来場者数（人） 2,400 3,740 4,063 

デコ活コンテスト 

応募数（件） 

15 19 24 

              

  

 

 

 

⑧ 省エネルギー設備等の設置に係る補助事業 

地球温暖化対策の推進や区民の環境意識の向上を図るため、区内の住宅など

に省エネルギー設備等を設置する際に要した費用の一部を補助しています。 

令和 3年度 蓄電システム設置補助事業開始 

令和 4年度 高断熱窓・ドア設置補助事業開始 

令和 5 年度 上記 2 事業を統合し、省エネルギー設備等の設置に係る補助事

業に名称変更 

太陽光発電システムを補助対象設備に追加 

令和 6 年度 家庭用燃料電池システム（エネファーム）及び自然冷媒ヒート

ポンプ給湯機（エコキュート）を補助対象設備に追加 

●補助金交付件数 

 

 

 

 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

蓄電システム 105 163 224 

高断熱窓・ドア 66 55 126 

太陽光発電システム 57 129 182 

エネファーム － 16 41 

エコキュート － 17 26 

▲なかのエコフェアの様子 

  左：体験イベントに参加 

  中：出展ブースの様子 

  右：燃料電池バスの試乗体験実施 
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  ⑨ 脱炭素に関する学習会 

    令和 8年 1月に区民向けの環境講座を開催しました。1日目は、地球温暖化

問題の現状と対策について、最新のデータを用いた講義を行いました。2日目

は、家庭でできる温暖化対策を学んだ後、参加者同士で既に取り組んでい

る、これから取り組みたい温暖化対策について意見交換を行いました。 

 

 

 

  

開催日 テーマ 講師 参加人数（人） 

1月10日 地球温暖化問題の現状と対策 
法政大学名誉教授  

田中 充 氏 
14 

1月18日 家庭でできる温暖化・省エネ対策 クール・ネット東京 7 

▲脱炭素に関する区民学習会の様子 

 



 

- 37 - 

第３章 区の事務事業に関するエネルギー管理の取組 

（１）中野区地球温暖化対策地方公共団体実行計画（事務事業編）の推移 

中野区は、平成10年3月、「事業者・消費者としての中野区環境行動計画」を策定

し、率先して環境負荷の低減に取り組むこととしました。平成10年4月から各職場に

省エネルギー・リサイクル推進員（エコ推進員）を置き、環境負荷の低減に取り組

んできました。平成13年6月には、「地球温暖化対策実行計画」として、温室効果ガ

スの削減目標を設定する等の計画の改定を行いました。 

その後、平成26年7月に中野区地球温暖化対策地方公共団体実行計画（事務事業

編）(以下「事務事業編」という。)を策定し、平成28年4月、令和3年9月、令和8年

3月に改定しました。事務事業編は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、

地方公共団体自らの事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出量削減並びに吸収作

用の保全及び強化のために策定することが義務付けられています。なお、令和8年の

改定から、中野区環境基本計画に包含しています。 

現行の事務事業編は、令和8年度から令和12年度を計画期間としています。区の事

務事業から排出される温室効果ガス排出量の削減を目標とし、「国が毎年公表する

排出係数で算出し、令和12年度までに平成25年度比で52.8％削減」を目指します。 

（２）事務事業編の内容 

エネルギー消費量及び温室効果ガス排出削減に向け、4つの取組を定めています。 

1つ目は、再生可能エネルギーの利用拡大です。中野区電力調達方針に基づき、区

有施設で使用する電気について、再生可能エネルギー100％電力を調達します。 

2つ目は、区有施設の ZEB・ZEH-M化及び省エネルギー化並びに ZEV導入の推進で

す。区有施設の新築、改築に際しては、「脱炭素社会の実現に向けた区有施設整備方

針」に基づき、エネルギー消費性能の向上に資する設備を導入し、ZEB・ZEHに係る

認証取得を目指します。大規模改修時には、建築物の熱負荷の低減、最新の省エネ

設備の導入等により、エネルギー消費性能の向上を図るため、東京都財務局が定め

る「省エネ・再エネ東京仕様」に示す技術項目を参考に、施設の特性等に応じて導

入を検討します。庁有車については、適正な管理、車両の適切な更新を推進し、車

両の購入やリースにあたっては、電気自動車等の走行時に二酸化炭素を排出しない

自動車への切替を推進するとともに、電気自動車等を使用するために必要な充電設

備等の整備を進めます。 

3つ目は、職員の環境配慮行動の促進です。中野区環境マネジメントシステムの運

用により、継続してエネルギーや紙の使用量及び廃棄物の排出量を削減し、二酸化

炭素排出量の削減を進めます。また、グリーン購入等のエコオフィス活動を推進し、
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業務における省資源及び環境負荷低減を図る取組を進めます。 

4つ目は、森林による二酸化炭素の吸収作用の保全及び強化です。公共建築物等に

おいて積極的に木材を使用し、建築物の木造化、内装等の木質化、木製品の活用等

を図ります。また、里・まち連携自治体に整備されている「中野の森」で得られる

二酸化炭素の吸収量によるオフセットを実施するとともに、整備した森林による二

酸化炭素吸収分の J-クレジットを購入し、森林整備を支援します。 

（３）取組結果 

① エネルギー使用量 

2024（令和 6）年度の「エネルギー使用量」は 8.597klで、基準年度（2013 

（平成 25）年度）比で 1.5%の減でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② CO2排出量 

2024（令和 6）年度の「CO2排出量」は 11,373t⁻CO２で、基準年度（2013（平

成 25）年度）比で 32.9％の減でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※電気の CO2排出量算定にあたっては、環境省・経済産業省より例年 1月に公表される

電気事業者別の数値（基礎排出係数）を用いて年度毎に算定しています。 
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（４）エネルギー使用量等に関する国、都への報告 

平成22年度から「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に

関する法律」及び「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（東京都環境確

保条例）」に基づき、区有施設におけるエネルギー使用量等の報告を国及び都に対し

て行っています。 

① 国への報告 

・定期報告書 

事業者全体のエネルギー使用量等の情報を報告 

・中長期計画報告書 

事業者全体の省エネ取組に関する計画を報告 

② 都への報告 

・地球温暖化対策報告書 

各施設の CO2排出量と地球温暖化対策の状況を報告 
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Ⅲ 身の回りの環境改善 



- 41 - 

第１章 緑化の推進 

１ みどりの役割 

私たちは、物質的に豊かで便利になった反面、開発などによって多くのみどりを失

ってきました。みどりの減少は、ヒートアイランド現象をはじめ安全で快適な生活を

脅かす様々な問題を引き起こす要因となっています。 

みどりは、①蒸散作用による熱環境の緩和や二酸化炭素、有害物質の吸収などによ

り環境を改善する、②暮らしに潤いや安らぎをもたらし、街並みを美しくする、③生

き物の生息、生育場所となり命を育む、④地震や火災の発生時においての避難場所、

延焼遮断帯、避難路など、様々な役割を果たしています。 

私たちは、今一度みどりの果たす役割について考え、今あるみどりを守り育て、さ

らに増やす取組をしていかなければなりません。 

みどり豊かなまちをつくるには、公共施設の緑化と相まって、市街地の大部分を占

める民有地の緑化が大事です。区では、「中野区みどりの保護と育成に関する条例」に

基づき、民有地の緑化を推進するため、各種の制度を設けています。 

また、みどりを守り、増やすためには、区民の皆さんのご理解とご協力が必要です。

区では、「中野区花と緑の祭典」や「みどりの教室」を開催、平成24年度からは「なか

のみどりの貢献賞」を実施し、みどりの啓発と普及に努めています。 

２ みどりの推進 

（１）緑化計画の提出と認定 

条例による緑化計画制度により一定規模以上の敷地に建物などを建てる場合に

は、緑化の計画書を提出し認定を受けなければなりません。このための緑化指導を

行っています。 
 

●令和5年度～令和7年度 緑化計画指導実績 

年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

緑化計画書 

提出件数 
154件 110件 150件 

緑化計画面積 5,495㎡ 3,654㎡ 5,217㎡ 
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●該当要件 

緑化計画の対象となる行為 該当する敷地面積 

建築確認を必要

とする行為 

敷地の分割を伴うもの 300㎡以上（分割前の敷地） 

その他の建築物 200㎡以上 

自動車駐車場（収容能力20台以上）を設置する行為 300㎡以上 

 

●緑化基準面積 

区 分 緑化面積等の基準 

地上部 

{敷地面積×（1－建ぺい率）} ×0.2 
どちらか小さい

方の値（16㎡未

満の場合は計画

不要） 
（敷地面積－建築面積）×0.2 

屋上部 屋上（人の出入りできる管理可能な屋上）の面積×0.2 
20㎡未満の場合

は計画不要 

接道部 

住宅 敷地の接道延長の総和×0.4 基準延長が 2ｍ

未満の場合は計

画不要 

学校・保

育園 

敷地の接道延長の総和（100m 未満）×0.5 

敷地の接道延長の総和（100m 以上）×0.7 

 

（２）接道部緑化の推進 

道路に接したブロック塀や石塀は、地震時に倒壊し事故に繋がるばかりでなく、

その瓦礫が道路に散乱し避難や物資輸送の障害になります。これに対して、生け垣・

植樹帯は、地震時に倒壊することがなく、道路の安全性を高め、日常は人の目に緑

がよく映り、まちに潤いや安らぎを生みます。 

区では、接道部緑化を条例に基づく緑化計画制度により指導するとともに、生け

垣等の設置助成などにより推進しています。 

① 生け垣見本園について 

これから生け垣を設置する方の参考になるよう、平和の森公園の芝生広場の

南側に生け垣見本園を設置しています。人気のある樹種なども取り入れ、生け

垣の美しさを感じていただけるようにしています。 

② 事例等紹介 

接道部緑化の意義を知っていただくため、ホームページ上で詳細に説明を行

っています。これから接道部緑化を考えている方の参考になるようにしていま

す。 

 



- 43 - 

（３）屋上・壁面緑化の推進 

建ぺい率が高く過密化した中野区のようなまちでは、地上にみどりを植えるスペ

ースは限られており、様々な工夫をして、地上にみどりを増やす努力をしていかな

ければなりません。建物の屋上や壁面も緑化可能な空間と捉え、緑化を推進する必

要があります。特にこれらの緑化は、建物の冷暖房費の節約になるなど効果が高い

ことから、ヒートアイランド対策の一つとして注目されています。 

区では平成19年度から、条例に基づく緑化計画制度により、屋上や壁面の建築物

上の緑化についても指導を始めました。 
 

●屋上緑化の状況（平成28年度中野区緑の実態調査） 

屋上緑化箇所数 緑化面積 区面積に対する割合 

921箇所 28,053㎡ 0.2％ 

①壁面緑化の見本園について 

区では、平成17年度末に、平和の森公園に隣接する東京都下水道局水再生セ

ンター機械棟壁面の一部を借用して壁面緑化の見本を設置しました。 
 

●壁面緑化見本の概要   

高さ 約10m 緑化面積 約120㎡ 

幅 約12m 植物の種類 8種類以上 

 

３ 緑化の助成制度 

（１）生け垣・植樹帯設置の助成 

生け垣は、目に触れるみどりとして生活に潤いをもたらすだけでなく、避難路の

確保や延焼防止効果など防災面でも高い効果があります。 

区では、目に触れるみどりを増やし安全で快適な街づくりを進めるために、区民

の方が道路に接した敷地の部分に生け垣・植樹帯を設置する場合、一定の条件を満

たしたものについて、要した費用の一部を助成する制度を設けています。 
 

●助成対象 設置延長2ｍ以上(上限30ｍ) ●助成金額 1ｍあたり10,000円 

●令和5年度～令和7年度実績 

年度 生け垣設置 植樹帯設置 

令和5年度 15.5m（2件） 15.5m（1件） 

令和6年度 なし なし 

令和7年度 なし なし 
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（２）樹木・樹林・生け垣の保護と助成 

地域にゆかりある緑を保全するために、一定の基準を満たす樹木・樹林・生け垣

を保護指定しています。 

保護指定された樹木・樹林・生け垣について、維持管理に要する費用の一部を所

有者・管理者の方に対して区が助成しています。 

また、樹木と樹林については、強風による枝折れなどで第三者に被害を与えた場

合に備え、区で損害賠償保険に加入しています。 

●保護樹木・樹林・生け垣の指定状況（各年4月1日時点） 

年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

樹木 260本 247本 260本 

樹林 81,747㎡ 

29箇所 

83,098㎡ 

30箇所 

84,415㎡ 

31箇所 

生け垣 2,401ｍ 

86箇所 

2,520ｍ 

88箇所 

2,557ｍ 

88箇所 

 

≪参考≫令和5年度～令和7年度 助成実績 

年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

樹木 162本 140本 148本 

樹林 61,838㎡（22件） 58,632㎡（23件） 57,857㎡（23件） 

生け垣 1,871ｍ（62件） 1,808ｍ（59件） 2,065ｍ（63件） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 緑化の啓発 

（１）中野区花と緑の祭典 

「中野区花と緑の祭典」は、区民や団体から参加いただいた実行委員が企画・運

営し、区と共催する催しです。春と秋の年2回開催しています。みどりに関する様々

な催し、体験・学習を通じ、みどりへの理解を深めます。祭典は、昭和59年から開

催されています。 
 

  

●助成対象及び助成金額（令和8年4月1日現在）  

 対象条件 助成金額 

樹木 地上1.5ｍの高さの幹回りが1.2ｍ以上 1本あたり 10,000円 

樹林 面積300㎡以上 30,000円～80,000円 

生け垣 道路に面し、高さ1ｍ以上、延長10ｍ以上 1ｍあたり 1,000円 
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●令和5年度～令和7年度実績  

（開催場所：中野四季の森公園） 

年度 開催名 開催日 来場者数 

令和5年度 
2023春 5月20日（土）21日（日） 7,928人 

2023秋 10月14日（土）15日（日） 3,846人 

令和6年度 
2024春 5月18日（土）19日（日） 7,700人 

2024秋 10月19日（土）20日（日） 5,940人 

令和7年度 
2025春 5月17日（土）18日（日） 6,213人 

2025秋 10月18日（土）19日（日） 6,195人 

 

 

 

 

 

 

 

（２）みどりの教室 

「みどりの教室」は、みどりに関する知識や技術、自然への理解を深めていただ

くための教室です。現在は、鉢植えの技術などを学ぶ室内での園芸教室を主に開催

しています。 
 

●令和5年度～令和7年度実績 

年度 開催日 テーマ 参加者数 

令和5年度 3月16日(土) いちご、ローズマリー、ネメシアの寄せ植え 40人 

令和6年度 3月15日(土) いちご、ローズマリー、ミントの寄せ植え 48人 

令和7年度 3月7日(土) いちご、モミジ葉ゼラニウム、ネメシアの寄せ植え 35人 

 

 

 

 

▲中野区花と緑の祭典の様子 

  左：寄せ植え教室の体験 

  中：出展ブースの様子 

  右：剪定教室 

◀ みどりの教室の様子 
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（３）なかのみどりの貢献賞 

平成20年度～23年度まで行っていた「花と緑のコンクール」を拡充し、平成24年

度からは中野区の地球温暖化防止対策と緑化の啓発を目的として、中野区の緑化推

進や保全に関し貢献されている個人・団体・事業所を、下記の活動ごとに部門を設

け表彰しています。 

① 緑の保護育成活動部門 

自宅の庭や建物の周囲などの身近な場所で樹木や草花を守り育て、潤いのあ

るみどり豊かな環境を実現する活動（積極的な庭づくり、接道部などの景観上

優れた緑化など） 

② 子ども緑化活動部門 

学校や地域において子どもたちと一緒に緑化に取り組むことで、みどりを大

切にする心を育んでいく活動（学校や保育園での花壇作りなど） 

③ 地域緑化活動部門 

地域住民がみどりに親しめるよう公園の花壇など公共のみどりを守り育てる

ことで潤いのあるみどり豊かな地域環境を実現する活動（自主管理花壇での活

動など） 

④ 緑化貢献企業等部門 

緑化基準を大きく上回る景観・環境に配慮した緑化計画の策定・施工と、良

好な維持管理活動 

⑤ 緑化活動サポート部門 

上記①～③の取組みを支援する活動（企業等が地元や活動団体などに行うみ

どりの技術支援や資金援助など） 
 

●令和5年度～令和7年度応募実績 

部門 令和5年度 受賞/応募 令和6年度 受賞/応募 令和7年度 受賞/応募 

緑の保護育成活動部門 5件/5件 2件/2件 7件/7件 

子ども緑化活動部門 1件/1件 1件/1件 1件/1件 

地域緑化活動部門 1件/1件 1件/2件 1件/1件 

緑化貢献企業等部門 0件/0件 0件/0件 0件/0件 

緑化活動サポート部門 0件/0件 0件/0件 0件/0件 

計 7件/7件 4件/5件 9件/9件 
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●令和７年度貢献賞受賞例  

[地域緑化活動部門]  

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）園芸緑化相談 

区民の方の緑に関する意識を高めることを目的に、区役所1階ナカノのナカニワ

において、年に6回、中野区造園緑化業協会会員の協力による園芸緑化相談を行って

います。樹木や草花の手入れ方法や病害虫の駆除などの区民の相談に応じています。

また、「中野区花と緑の祭典」の際にも園芸緑化相談を行っています。 

●令和5年度～令和7年度相談実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

相談件数 18 15 16 

 

（５）環境基金（身近な緑を守り育てるコース） 

区は「花と緑の祭典」などで苗木を配布し、区民の方に育てていただくことで、

みどりへの理解を深めます。 

平成28年度より、環境基金に「身近な緑を守り育てる」コースを追加しました。

集められた寄付金は環境基金に積み立て、苗木配布にかかる費用の一部に活用して

います。 

●令和5年度～令和7年度寄付実績 

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

寄付件数 0 0 3 

 

（６）公園等花壇支援事業 

区内に安らぎと安堵感を与える空間づくりを進めるため、公園内における自主花
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壇の登録団体や駅前花壇のボランティア等に対し、必要な花苗等の支給を行ってい

ます。 

また、地域住民の交流を推進することで、みどりの貢献賞への参加、花と緑の祭

典実行委員会への参加に繋げ、区民による、区内の緑化推進を促進しています。 
 

●令和5年度～令和7年度支給実績 

 

 

 

（７）保護指定樹木等樹木医診断 

令和6年度から、保護指定樹木及び保護指定樹林が適正に維持・管理されるよ

う、樹木医による診断を実施し、その結果を樹木等の所有者に伝えるとともに必

要に応じて助言等を行っています。 

事業の活動内容・実績 令和6年度 令和7年度 

診断樹木数 73本 75本 

 

（８）生き物調査 

  中野区における生物多様性の実態を継続的に把握し、理解促進と生物多様性保全

の方向性を検討する基礎とするため、生き物調査を令和6年度から令和7年度にかけ

て実施しました。 

 また、令和6年度には、子ども生き物観察会を10月に実施しました。 

 

（９）区民生き物観察会 

  令和６年度に生き物調査の一環で実施した子ども生き物観察会を、子どもから

大人まで参加できる区民生き物観察会として実施しています。 

●令和6年度～令和7年度実績 

項目 令和 6年度 令和 7年度 

参加人数（人） 39 32 

※令和 6 年度は子ども生き物観察会の実績（保護者含む）  

項目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

団体数 12 17 17 
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第２章 環境公害等対策             

１ 概説 

（１）公害とは 

環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当

範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が

悪化することを含む。（中略））、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の

掘採のための土地の掘削によるものを除く。以下同じ。）及び悪臭によって、人

の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接

な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずる

ことをいう。（環境基本法第2条第3項） 

 

●環境基本法による公害（法第２条第３項） 

１ 大気の汚染 

２ 水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む） 

３ 土壌の汚染 

４ 騒音 

５ 振動 

６ 地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く） 

７ 悪臭 

※環境基本法に定めはありませんが、環境省は「光」が生活へ影響を及ぼすことから「光害

（ひかりがい）」として配慮を呼びかけているものもあります。国や地方公共団体はこの定

義に基づくか、もしくは同様の規定を設けて、公害対策を行っています。 

（２）中野区の取組 

① 公害防止関連法令による規制や届出制度業務の一部を所管し、法令の対象で

ある事業所や建設工事に関する、認可や届出の受理、立入検査など 

② 公害に関する苦情・相談等（年間 300 件以上） 

③ 区内主要道路における自動車交通に伴う騒音・振動の調査 

④ 神田川と妙正寺川の水質調査 

⑤ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（以下「建設リサイクル法」

という。）に基づく届出の管理及び指導 

⑥ 「中野区物品の蓄積等による不良な生活環境の解消に関する条例(平成 29年

6月 21日施行)」による不良な生活環境の解消  
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２ 工場・指定作業場等の公害防止対策 

（１）対策の概要 

工場等で、エンジンなどの原動機を使う場合や化学物質を取り扱う場合は、公害

を発生させないため、設置工事等の一定期間前に、認可申請等が義務付けられると

ともに、法律等に規制基準等が設けられています。 

① 工場 

東京都の「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（以下「東京都環

境確保条例」という。）では、動力規模や製造・加工する物品により、登録が必

要な「工場」を規定しています。 

設置や変更時は、区への認可申請が義務付けられ、公害発生を防止できる設

備、構造、建物等でなければ設置できません。 

② 指定作業場 

東京都環境確保条例上の「工場」でなくても、事業内容が公害の発生源にな

る恐れのある事業場は「指定作業場」とされ、設置時等に区への事前届出が義

務付けられています。 

③ 騒音規制法・振動規制法の「特定施設」 

「騒音規制法」と「振動規制法」では、金属や木材の加工機械、印刷機械、

送風機、空気圧縮機（コンプレッサー）などの機器を設置する施設を「特定施

設」、特定施設を設置する工場又は事業場を「特定工場等」と定め、設置時等に

区への事前届出が義務付けています。 
 

●工場、指定作業場、特定工場等設置数の推移（当該年度末現在） 

項  目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

工場 252 214 202 

指定作業場 499 528 523 

特定工場等（騒音規制法） 170 160 155 

特定工場等（振動規制法） 39 35 32 
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（２）工場等に関する各種申請・届出 

工場・指定作業場等の設置には各種の申請や届出などが義務付けられています。 
 

●工場に係る申請・届出件数 

項  目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

認可申請 
設置 3 0 0 

変更 0 1 0 

認可申請取下げ 0 0 0 

工事完成届 
設置 2 1 0 

変更 0 1 0 

廃止届 13 5 12 

承継届 3 0 0 

氏名等変更届 11 6 11 

公害防止管理者選任届 0 0 1 

適正管理化学物質使用量等報告 0 0 0 

適正管理化学物質管理方法書 0 0 0 

 

●指定作業場に係る届出件数 

項    目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

設置届 6 6 3 

変更届 0 3 1 

廃止届 11 9 8 

承継届 8 7 1 

氏名等変更届 13 19 9 

適正管理化学物質使用量報告 7 8 7 

 

●騒音規制法および振動規制法の特定施設に係る届出件数 

項    目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

騒音規制法 

特 定 施 設 

設 置 届 6 2 1 

廃 止 届 1 2 6 

氏名等変更届 11 7 17 

振動規制法 

特 定 施 設 

設 置 届 1 0 0 

廃 止 届 1 2 3 

氏名等変更届 1 2 1 
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（３）土壌汚染対策 

指定有害物質の取り扱ったことがある工場や指定作業場は、廃止や主要部分の除

却時に、土壌汚染状況調査報告書の提出を義務付けています。 

基準値を超える汚染土壌があった場合、工場や指定作業場の設置者は汚染拡散防

止計画書を提出し、計画に従って実施した後に、汚染拡散防止措置の完了届を区へ

提出します（｢特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例｣第2条24）。 
 

●工場・指定作業場に係る土壌汚染対策諸届の受理件数 

種   別 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

土壌汚染状況調査報告書 0 0 0 

汚 染 拡 散 防 止 計 画 書 0 0 0 

汚染拡散防止措置完了届 1 0 0 

（４）土壌汚染対策周知等のための文書発送 

区内にある工場や指定作業場の設置者等へ、土壌汚染対策や各種規制等の啓発の

ための文書を毎年1回送っています。返戻状況により、無届で廃止された工場等を把

握することにも役立っています。 
 

●土壌汚染対策周知等文書発送数 

年  度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

発 送 数 384 380 363 
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３ 建設工事の公害防止対策 

（１）騒音・振動対策 

著しい騒音や振動を発生する建設機器を使用する作業は、「騒音規制法」・「振動規

制法」において「特定建設作業」と規定され、各種の規制基準の順守や作業実施の

届出が義務付けられています。 

区では、建設作業の実施者に対して、近隣住民に対する工事説明や、防音・防振

などの指導をしています。 
 

●特定建設作業実施届受理件数 

項      目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

特定建設作業実施届(騒音)受理 270 271 282 

特定建設作業実施届(振動)受理 172 196 195 

特定建設作業実施届  合計 442 467 477 

東京都環境確保条例でも、動力を用いた建築物の解体作業などを「指定建設作業」

として、日曜・祝日の工事禁止、作業禁止時間帯や騒音・振動の規制基準等を定め

ていますが、届出の義務はありません。 

（２）解体工事におけるアスベスト（石綿）飛散防止対策 

① アスベスト（石綿）とは 

⚫ 「いしわた」「せきめん」と呼ばれる天然の鉱物繊維 

⚫ 耐熱性、防音性、絶縁性、耐食性等の特性に優れているため、石綿含有吹

付け材、石綿含有断熱材等、石綿含有成形板等、石綿含有仕上塗材など

の建築資材（以下「石綿含有建築資材等」という。）に使われていました。 

⚫ 極めて細く軽いために飛散しやすく、吸入すると肺がんや悪性中皮腫な

どの原因になると言われているため、昭和 50年に原則禁止となり、平成

18年には全面禁止になりました。 

② アスベスト飛散防止対策 

⚫ 「建築物石綿含有建材調査者等」資格者による事前調査の解体工事等の

実施者への義務付け（令和 5年 10 月の法改正） 

⚫ 調査結果を自治体へ報告の義務付け（大気汚染防止法等） 

⚫ 調査結果と作業内容等の工事現場掲示義務（大気汚染防止法等） 

⚫ 「石綿含有建築資材等」が使われている場合、解体工事等の実施者に以

下の提出を義務付け 

➢ 大気汚染防止法の「特定粉じん排出等作業実施届出書」 
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➢ 東京都環境確保条例の「石綿飛散防止方法等計画届出書」 

⚫ 区ではこれらに加えて、「中野区建築物等の解体等工事に係る石綿の飛散

防止等に関する要綱」による隣接関係住民への周知のほか、作業完了後

の大気測定結果を求めるなどにより、適正な作業の実施を指導していま

す。 
 

●アスベスト除去作業に係る「特定粉じん排出等作業実施届」受理件数 

項      目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

特定粉じん排出等作業実施届受理 13 19 13 

 

●「石綿事前調査結果報告」受付件数及び区職員による立入検査数 

項      目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

石綿事前調査結果報告受付 2,303 2,440 2581 

区職員による立入検査 141 87 58 

（３）建設資材の再資源化に係る規制監視 

「建設リサイクル法」は、特定建設資材※１の分別解体と再資源化の促進などによ

り、資源の有効な利用の確保と廃棄物の適正処理を図るものです。 

特定建設資材が使用された建築物等に関する一定規模以上の各種工事※２を発注

する者または自主施工者は、区への届出または通知が義務付けられています。 

「建設リサイクル法」による届出等の受理や現場立入検査などを、公害対策と連

携し、業務の効率化・対応の迅速化を図っています。 

※１ 特定建設資材 ①コンクリート、②コンクリート及び鉄から成る建設資材、③木

材、④アスファルト・コンクリート 

※２ 建築物の床面積の合計が1万㎡を超える建築物の解体工事などは、例外的に東京都

が所管する場合があります。 
 

●建設リサイクル法の届出および通知の受理件数 

項      目 令和5年度 令和6度 令和7年度 

建設リサイクル法第10条の届出 
（発注者等が民間のもの） 

774 764  772 

建設リサイクル法第11条の通知 
(発注者等が国の機関や地方公共団体のもの) 

95 87   109 

合  計 869 851   881 
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４ 地盤沈下対策 

東京ではかつて大量の地下水の揚水が行われ、各所で大規模な地盤沈下が発生しま

した。昭和30年代から地下水の揚水に関する各種の規制が設けられたため、現在、地

盤沈下は沈静化しています。 

区では地盤沈下の再発を防ぐため、「東京都環境確保条例」に基づく地下水揚水に

関する各種規制業務を行っています。 

（１）地下水揚水施設の構造基準および揚水量の制限 

動力を使用して地下水をくみ上げる施設（地下水揚水施設）には、「建築物用地下

水の採取の規制に関する法律」等により下表の制限が適用されます。 

手動でくみ上げる井戸及び戸建て住宅の家事用の井戸で、出力300ワット以下の

ポンプの場合は適用されません。 
 

●地下水揚水施設の構造基準および揚水量の制限 

 
吐出口の断面積※１ 

6㎠以下 6㎠超21㎠以下※2 

揚水機出力 2.2kw 以下 制限なし 

ストレーナー位置※３ 制限なし 500ｍ以深 

揚水量の上限 
平均1日あたり10m3以下 

最大1日あたり20m3以下 
制限なし 

※１吐出口の断面積 揚水ポンプ（揚水機）の吐き出し口の内径の断面積。同一敷地内

に複数の規制対象の井戸がある場合、断面積は合算して規制されます。 

※２吐出口の断面積が21㎠を超える揚水機は設置できません。 

※３ストレーナー 地下水を取水するための穴の開いた管。地下水を取水する深さを示

します。 

（２）地下水揚水施設の設置届および変更届 

⚫ 揚水施設を設置する場合や、その設備等の変更する場合は、区への届出が義

務付けられています 

⚫ 手動で揚水する井戸及び戸建て住宅の家事用の井戸で、出力 300 ワット以下

のポンプで地下水をくみ上げる場合は、届出等は不要です 
 

●地下水揚水施設数 

項      目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

地下水揚水施設を有する事業場等 53 52 52 

新 設 4 0 0 

     廃止確認 2 1 0 
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５ 公害等に関する苦情・相談受付業務 

公害紛争処理法第49条では、「地方公共団体は、関係行政機関と協力して公害に関

する苦情の適切な処理に努めるものとする。」と規定しており、公害に関する苦情や

相談の問題解決に努めています。 

（１）苦情 

法令等の規制がある事案のうち、現地調査や指導を必要としたものを集計してい

ます。 
 

●苦情受付状況(発生源別)及び処理状況の推移 

 公害の発生源別件数 
受付 
件数 

処理 
件数 

工場等 
事業所 

建設 
作業 

一般 
家庭 

不明 その他 

令和5年度 0 37 11 0 11 59 59 

令和6年度 2 43 2 0 11 58 58 

令和7年度 0 23 0 1 8 32 32 

※処理件数…当該年度に受付けた苦情のうち、3か月以内に処理した件数 

（２）相談 

公害について、問い合わせを含めさまざまな相談を受けています。令和5年度から

は、窓口案内や情報提供以外の事案を相談として集計しています。 
 

●相談受付状況の推移 

 
工場 

・指定 
作業場 

建設 
アスベ
スト 

建設ア
スベス
ト以外 

低周 
波音 

物品の
蓄積等 

国・都 
からの 
連絡等 

その他 総計 

令和5年度 4 4 100 0 17 0 47 172 

令和6年度 1 8 94 0 27 0 57 187 

令和7年度 0 4 94 0 23 0 72 193 
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６ 「物品の蓄積等による不良な生活環境の解消」への対策 

私有地等における物品の蓄積等によって、周辺の生活環境に支障が生じている場合

があります。区は、「中野区物品の蓄積等による不良な生活環境の解消に関する条例」

を平成29年6月21日に施行し、次の状況等を対象として不良な生活環境の解消のため

の対策に取り組んでいます。 

① 私有地などでの物品の蓄積もしくは放置 

② 立木等の植栽の繁茂 

③ 建築物以外の工作物の放置 

④ 動物への衛生的に問題のある給餌 

条例に基づく対応として、平成30年度に行政代執行1件、令和3年度に氏名等の公表

1件、令和5年度に過料1件を実施しました。 
 

●物品の蓄積等に係る相談の対応件数の推移 

項 目 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

物品の蓄積等の相談件数 9件 8件 7件 
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７ 光化学スモッグ対策 

（１）光化学スモッグ 

① 光化学スモッグの原因物質と発生時期 

自動車や工場・ビルなどから排出された窒素酸化物（ＮＯｘ）、浮遊粒子状物

質（ＳＰＭ）、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）などの大気中の汚染物質は、太陽の

紫外線を受けて複雑な光化学反応を起こし、二次汚染物質を生成します。 

そのうち、二酸化窒素を除いたオゾン（Ｏ３）などの酸化性物質を光化学オキ

シダント（Ｏｘ）と呼びます。 

光化学オキシダントが気象条件によって低空にたまり、白く靄（もや）がか

かったような状態が光化学スモッグです。4月から10月にかけての気温が高く、

風が弱い日に発生します。 

② 光化学スモッグによる人体への影響 

光化学スモッグは、目やのどへの刺激があります。吐き気、頭痛などの症状

が出た場合は、洗眼やうがいをして、しばらく安静にする必要があります。 

（２）光化学スモッグ発生時の対応 

① 光化学スモッグ注意報等の発令 

東京都は都内を8つの発令地域※に分けて各地域内に設けられた基準測定点

（大気汚染測定局）における測定値や気象条件などを監視しています。 

光化学オキシダントによる大気汚染が人の健康に影響を及ぼすおそれが生じ

ると、「光化学スモッグ注意報」などを発令しています。 
※8つの発令地域・・・区東部  区北部  区西部  区南部 

多摩北部 多摩中部 多摩西部 多摩南部 
中野区は、新宿区・文京区・杉並区・板橋区・練馬区・北区・
豊島区とともに「区西部」地域に含まれています。 
中野区内の基準測定点は、東京都が若宮3丁目に設けている
「中野区若宮測定局」です。 

 

●緊急時の光化学スモッグ発令基準※東京都大気汚染緊急時対策実施要綱（オキシダント）による 

発令区分 発令の基準（光化学オキシダントの大気中における含有率） 

学校情報 0.10ppm 以上(気象条件から、状態が継続又は悪化すると認められる時) 

注意報 0.12ppm 以上(気象条件から、状態が継続すると認められる時) 

警報 0.24ppm 以上(気象条件から、状態が継続すると認められる時) 

② 中野区の連絡体制と区民への周知方法 

東京都環境局大気汚染コントロールセンターから、中野区環境課へ光化学ス
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モッグ注意報等の情報が送られると、速やかに関係機関へ連絡するとともに、

防災行政無線スピーカーや SNSなどを通して区民へ周知しています。 

また、区民活動センター等では垂れ幕の掲示、区立小中学校では吹き流し掲

揚で区民へ知らせます。 

③ 緊急時の措置 

光化学スモッグ注意報等が発令された場合は、次の事項を呼びかけます。 

○屋外活動を控える 

○屋外運動（特に子どもの運動や激しい運動）を控える 

○自動車の使用を控える 

④ 光化学スモッグ注意報発令日数 

下表のとおりで、年間6～7日発生しています。 
 

●光化学スモッグ注意報地域別発令日数及び被害届出数の推移 

  光化学スモッグ注意報発令日数 都内 
発令 
日数 

被害届出数 
(単位：人) 

年度 区東部 区西部 区北部 区南部 
多摩 

北部 

多摩 

中部 

多摩 

西部 

多摩 

南部 
中野区 

東京都 

全体 

5 2 3 3 2 3 3 0 2 4 0 0 

6 3 12 5 6 7 8 2 5 15 0 0 

7 3 3 3 3 3 3 1 1 8 0 0 

※中野区は「区西部」 

【参考】中野区内の大気汚染の状況 

東京都環境局は、大気汚染防止法に基づく環境基準への適合性を調査するため、

都内各所で大気汚染物質の測定を、年間を通じて1時間単位で測定しています。 

中野区内では、以下の2か所に自動測定機を設置して測定しています。 
 

●測定地点および測定物質一覧 

設置者 名称 種別 所在地 測定物質 

東京都 

中 野 区 若 宮 

測 定 局 

一般環境 

大気測定局 
若宮3-46-8 

窒素酸化物 

二酸化いおう 

浮遊粒子状物質(SPM) 

光化学オキシダント 

微小粒子状物質(PM2.5) 

山 手 通 り 

東中野測定局 

自動車 

排出ガス 

測定局 

中央2-18-21 

窒素酸化物 

浮遊粒子状物質(SPM) 

一酸化炭素 

微小粒子状物質(PM2.5) 

※東京都環境局による測定結果は、東京都ホームページにて公表しています。  
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８ 環境調査業務 

環境に関する調査として、区内主要道路における自動車交通による騒音と振動の調

査と、神田川と妙正寺川の水質調査を実施しています。 

（１）自動車交通の騒音と振動に関する調査 

騒音規制法や振動規制法の規定に基づいて、区内の主要な道路での自動車交通に

よる騒音と振動の調査を、交通量調査と合わせて実施しています。 

① 「環境基準」と「要請限度」 

ア 環境基準 

「環境基準」とは、「人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持され

ることが望ましい基準（環境基本法第16条第1項）」とされています。 

自動車の交通騒音には、「道路に面する地域の騒音に係る環境基準」があり

ますが、幹線交通を担う道路※（いわゆる「幹線道路」）に面した地域（「幹線

道路近接空間」）の騒音には、特例基準があります。なお、自動車交通の振動

に関する環境基準はありません。 

※「幹線交通を担う道路」 

①高速自動車国道 ②一般国道 ③都道府県道 ④４車線以上の区市町村道等 

イ 要請限度 

騒音規制法と振動規制法による「要請限度」は、指定地域内で自動車騒音

又は道路交通振動がそれを超えることにより、道路周辺の生活環境が著しく

損なわれると区市町村長が認めるときに、関係機関などに対して要請等を行

うことができる場合を定めているものです。要請等の具体的な内容は次のと

おりです。 
 

◎騒音（騒音規制法第17条第1項及び第3項） 

○東京都公安委員会に対し道路交通法の規定による措置をとることを要請する 

○道路管理者又は関係行政機関の長に意見を述べることができる 

◎振動（振動規制法第16条第1項） 

○東京都公安委員会に対し道路交通法の規定による措置をとることを要請する 

○道路管理者に対し交通振動防止のための措置をとることを要請する 
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② 令和7年度の調査対象 

対象道路名 測定地点 調査期間 

調査内容（実施道路＝○） 

要請限度の 
超過状況調査 

自動車騒音の 
状況の常時監視 

早稲田通り 中野5-5 
令和8年1月26日（月）～ 

令和8年1月29日（木） 
〇 〇 

山手通り 中央2-18 
令和8年1月26日（月）～ 

令和8年1月29日（木） 
〇 〇 

環七通り 大和町1-13 
令和8年1月26日（月）～ 

令和8年1月29日（木） 
〇 〇 

中野通り 中野5-68 
令和8年1月26日（月）～

令和8年1月29日（木） 
〇  

目白通り 江原町3-17 
令和8年1月26日（月）～

令和8年1月29日（木） 
〇  

本郷通り 弥生町1-25 
令和8年1月26日（月）～

令和8年1月29日（木） 
〇  

                 ※調査は調査期間のうち3日間 
 

③ 調査結果（その１） 区内主要道路の騒音・振動等の要請限度超過状況 
 

●騒音に係る要請限度等超過状況表   ○→超過無し ×→超過有り 

道 路 名 
環境基準値超過 要請限度超過 

昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 

早稲田通り 〇 〇 〇 〇 

山手通り 〇 〇 〇 〇 

環七通り １日目× 

2日目〇 

１日目× 

2日目〇 

〇 × 

中野通り 〇 〇 〇 〇 

目白通り 〇 〇 〇 〇 

本郷通り 〇 〇 〇 〇 
 
 

●振動に係る要請限度超過状況表   ○→超過無し ×→超過有り 

道 路 名 
要請限度超過 

昼 間 夜 間 

早稲田通り、山手通り、環七通り、中野通

り、目白通り、本郷通り 
○ ○ 
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●自動車騒音振動交通量調査結果（直近の調査結果による） 

※各測定地点における、最新の調査結果 

   

※小数点第二位四捨五入のため合計値が100を超える 
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④ 調査結果（その２） 幹線道路の調査（面的評価）による環境基準達成状況 

ア 概要 

騒音規制法第18条の「自動車騒音の状況の常時監視」として、幹線道路の

沿道地域における環境基準を達成する建物の割合などの調査（自動車騒音の

面的評価）を実施しています。この調査は、5年間で区内に11ある幹線道路す

べてを一巡して調査する計画で、令和7年度は4巡目調査の5年目でした。 

調査した道路が区内の他の幹線道路と交わる場合は、重複部分について改

めて評価し、達成率を更新しています。 

なお、本郷通りは環境省が規定する「幹線道路」ではないため、調査対象

としていません。 

イ 調査結果 
 

●幹線道路周辺の環境基準達成状況 

道路名 評価戸数 
評価結果 測定 

年度 

最新 

評価年度 時間帯 達成戸数 達成率(％) 

山手通り 4,484 
昼間 4,479 100.0 

令和7年 令和 7 年 
夜間 4,378 99.9 

早稲田通り 7,375 
昼間 7,360 99.7 

令和7年 令和 7 年 
夜間 7,252 98.0 

環七通り 4,082 
昼間 3,840 94.1 

令和3年 令和3年 
夜間 2,908 71.2 

新青梅街道 6,923 
昼間 6,869 99.2 

令和3年 令和6年 
夜間 5,455 78.8 

青梅街道 5,259 
昼間 5,183 98.6 

令和4年 令和5年 
夜間 5,024 95.5 

大久保通り 4,784 
昼間 4,783 100 

令和4年 令和5年 
夜間 4,737 99.0 

方南通り 2,744 
昼間 2,744 100 

令和5年 令和5年 
夜間 2,738 99.8 

中野通り 9,679 
昼間 9,675 100 

令和5年 令和5年 
夜間 9,642 99.6 

目白通り 1,136 
昼間 1,136 100 

令和6年 令和6年 
夜間 1,135 99.9 

中杉通り 2,029 
昼間 2,028 100 

令和6年 令和6年 
夜間 1,989 98.0 

千川通り 1,117 
昼間 1,117 100 

令和6年 令和 6 年 
夜間 1,117 100 

全体 49,612 
昼間 49,214 99.2 令和2年

～ 

令和7年 

令和 7 年 
夜間 46,375 94.5 

  ※測定年度順 
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（２）河川水質調査 

① 河川水質調査の概要  

区内には南に神田川、北に妙正寺川が流れており、2つの川は新宿区下落合付

近で合流して神田川となり、最後は隅田川に合流しています 

神田川と妙正寺川の水質汚濁の状況の把握のため、年4回の水質調査を4か所

で実施しています。 

神田川水流域の杉並、中野、新宿、文京、千代田、中央の６区は「神田川水

系水質監視連絡協議会」を設置して、水質の広域的な監視のため、水質調査を

同一日に実施しています（水質調査を実施していない文京区を除く。） 

 

※神田川水系及び中野区調査地点（矢印の場所） 
 

●水質汚濁の環境基準のうち河川(湖沼を除く)の生活環境の保全に関する環境基準  

項目 
 

類型 

基準値 

利用目的の適応性 
水素イオ
ン濃度
(ph) 

生物化学的
酸素要求量

(BOD) 

浮遊物 
質量
(SS) 

溶存 
酸素量
(DO) 

大腸菌数 

AA 

水道1級 
自然環境保全及び

A 以下の欄に 
掲げるもの 

6.5以上 
8.5以下 

1mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

20CFU/100ml 
以下 

A 
水道2級、水産1級 
水浴及び B 以下の
欄に掲げるもの 

6.5以上 
8.5以下 

2mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

300CFU/100ml 
以下 

B 
水産3級、水産2級
及び C 以下の欄に 

掲げるもの 

6.5以上 
8.5以下 

3mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

5 mg/L 
以上 

1000CFU/100ml
以下 

C 
水産3級、工業用水
1級及び D 以下の欄

に掲げるもの 

6.5以上 
8.5以下 

5mg/L 
以下 

50mg/L 
以下 

5 mg/L 
以上 

 

D 
工業用水2級、農業

用水 E の欄に 
掲げるもの 

6.0以上 
8.5以下 

8mg/L 
以下 

100mg/L 
以下 

2 mg/L 
以上 

 

E 
工業用水3級 
環境保全 

6.0以上 
8.5以下 

10mg/L 
以下 

欄外参照 
2 mg/L 
以上 

 

 
SS の E類型基準:ごみ等の浮遊が認められないこと 

※神田川はＣ類型、妙正寺川はＢ類型に指定 
※令和4年4月1日から、大腸菌群数が削除され、新たに大腸菌数が追加されました。  
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●中野区の河川水調査測定項目 

項   目 内     容 

透視度 

水が澄んでいる程度 

視度計（長さ100cm のガラス管）の底にある二重十字線がはっきり見える水の高

さ１cm を１度の単位として表します。 

ｐＨ 
水素イオン濃

度 

水が酸性であるかアルカリ性であるかを示す数値 

酸性＜pＨ７＜アルカリ性 

pＨとＤＯが同時に高い場合は、藻類や植物プランクトンの光合成が原因と考え

られます。 

ＤＯ 
溶存酸素 

水中に溶けている酸素の濃度 

酸素の無い川や少ない川は、魚介類の生息が難しくなり、悪臭の要因となる場

合もあります。 

ＢＯＤ 
生物化学的 
酸素要求量 

微生物が水中の有機物等を二酸化炭素や水などに分解するために必要とする酸

素の量 

河川の汚濁を示す代表的な指標で、数値が大きいほど川が汚れていることにな

ります。 

ＣＯＤ 
化学的酸 
素要求量 

過マンガン酸カリウムなどの酸化性物質が、水中の有機物を二酸化炭素や水な

どへの分解に必要とする酸素の量 

水の汚濁の度合いを示す代表的な指標で、数値が大きいほど汚れていることに

なります。 

ＳＳ 
浮遊物質量 

粒径２mm 以下で水に溶けていない物質の量 

ヘドロ等の堆積や魚介類への悪影響要因となります。 

ＭＢＡＳ 
陰イオン 

界面活性剤 

合成洗剤の主成分である陰イオン界面活性剤（メチレンブルーに反応するも

の）の濃度 

合成洗剤による著しい発泡や水生生物への影響などの問題から測定するもので

す。 

Ｔ－Ｎ 
全窒素 

環境水中の窒素の化合物の濃度 

全りんとともに栄養塩類とよばれ、藻類や植物プランクトンの増殖に不可欠な

物質です。多くなりすぎることを「富栄養化」といい、東京湾のような閉鎖性

水域では赤潮やアオコの発生原因となります。生活排水、し尿、工場排水、畜

産排水、森林や農地に過剰に散布された肥料、開発による流失土壌などに含ま

れています。 

ＮＨ４－Ｎ 
アンモニア性 

窒素 

Ｔ－Ｎ(全窒素)のうちで、アンモニウムイオンとして溶けている窒素の濃度 

生活排水、し尿処理水、下水処理水に多く含まれています。 

Ｔ－Ｐ 
全りん 

環境水中にあるりんの化合物の濃度 

全窒素とともに栄養塩類とよばれ、藻類や植物プランクトンの増殖に不可欠な

物質です。多くなりすぎることを「富栄養化」といい、東京湾のような閉鎖性

水域では赤潮やアオコの発生原因となります。生活排水、し尿、工場排水、畜

産排水、森林や農地に過剰に散布された肥料、開発による流失土壌などに含ま

れています。 

ＰＯ4－Ｐ 
りん酸性りん 

Ｔ－Ｐ(全りん)のうちで、りん酸イオンとして溶けているりんの濃度 

生活排水などがおもな供給源です。 

ＣＬ- 

塩化物イオン 

水中の塩化物イオンの濃度 

自然水中にはほとんど存在せず、人為的汚濁が進んだ河川ほど高い値を示しま

す。潮位の影響がある下流部では、海水の影響が大きくなります。 

大腸菌 

ヒトなどの哺乳類の腸管内に常在している腸内細菌の一種 

河川のふん便汚染の指標として用いられており、ヒト、家畜又は野生動物や鳥類に

よって汚染された下水、下水処理水及び自然水や土壌中に認められます。 
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② 令和7年度の調査内容 

ア 調査地点 
 

●河川水調査 調査地点 

 

イ 調査結果 

環境基準のある測定項目について見ると、測定結果は、環境基準値より良

好な値でした。 
 

●令和7年度 各回の調査結果（環境基準のある測定項目のみ） 

採水地点 
採 水 日 時 ＰＨ 

(mg/l) 
ＤＯ
(mg/l) 

ＢＯＤ
(mg/l) 

ＳＳ
(mg/l) 

大腸菌数 
(CFU/100ml) 月日 時刻 

神
田
川 

向田橋 

5月14日 10:19 8.0 14.5 0.8 2  

8月28日 10:32 7.7 8.8 1.1 7 
11月5日 10:36 7.7 11.1 0.7 2 
1月21日 10:35 7.7 12.5 6.5 23 

南小滝橋 

5月14日 9:47 7.7 10.0 1.0 3 
8月28日 9:58 7.7 11.9 <0.5 4 
11月5日 10:02 7.9 11.6 0.9 3 
1月21日 10:02 7.9 13.8 2.9 10 

生活環境の保全に関する環境基準 
（水域類型Ｃ) 

6.5 以上 

8.5以下 
5 以上 5 以下 50 以下 

妙
正
寺
川 

三谷橋 

5月14日 8:55 7.7 13.7 2.3 12 410 

8月28日 8:57 7.2 13.9 3.0 40 300 

11月5日 9:01 7.8 11.2 0.6 1 520 

1月21日 9:06 7.2 11.0 0.9 4 130 

天神橋 

5月14日 9:15 7.4 8.9 1.6 1 560 

8月28日 9:20 7.2 9.7 0.9 1 210 

11月5日 9:24 7.5 8.5 0.9 <1 1600 

1月21日 9:31 6.8 6.2 2.8 <1 300 

生活環境の保全に関する環境基準 
（水域類型Ｂ※1) 

6.5 以上 

8.5以下 
5 以上 3 以下 25 以下 1,000 以下 

 

※1 平成29年4月1日から、妙正寺川は水域類型Ｂ類型に指定されました。 

 

  

河川名 調査地点名 所在地 特記事項 

神田川 
向田橋 南台5-17地先 中野区内最上流地点近傍 

南小滝橋 東中野5-12地先 新宿区境 

妙正寺川 
三谷橋 野方2-32地先 中野水再生センターより上流 

天神橋 松が丘2-29地先 江古田川合流地点下流側近傍 
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●令和7年度河川水質調査 年間平均値一覧表  

測定項目 

神田川 生活環境の 

保全に関する 

環境基準 

(水域類型Ｃ) 

妙正寺川 生活環境の 

保全に関する 

環境基準 

(水域類型Ｂ) 

向田橋 南小滝橋 三谷橋 天神橋 

透視度 72  85   81  100   

ｐＨ 単位 7.8  7.8  
6.5以上 
8.5以下 

7.5  7.2  
6.5 以上 
8.5 以下 

DO mg/l 11.7  11.8 5 以上 12.5  8.3  5 以上 
BOD mg/l 2.3 1.2  5 以下 1.7 1.6 3 以下 
COD mg/l 3.9 2.6    3.5 6.1   
SS mg/l 9  5 50 以下 14 1 25 以下 
MBAS mg/l 0.02 0.02  0.02 0.02   
NH4-N mg/l 0.03 0.02   0.02  0.14   
T-N mg/l 5.89  5.16   5.27 11.2   
PO4-P mg/l 0.026  0.021  0.010 0.206    
T-P mg/l 0.055 0.043  0.051  0.280   
C1- mg/l 20 18  16 40  
大腸菌数 CFU/100ml   340 668  1,000以下 
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第３章 吸い殻、空き缶等の散乱及び歩行喫煙防止 

１ 吸い殻、空き缶等の散乱及び歩行喫煙防止の取組 

歩行喫煙（歩きたばこ）のない安心してすごせるまち、吸い殻や空き缶などのポイ

捨てのないきれいなまちを目指して、平成17年4月1日に｢中野区吸い殻、空き缶等の

散乱及び歩行喫煙の防止等に関する条例｣を施行しました。この条例では、まちの美

化にとどまらず、歩行者等の安全を確保するため、これまでのポイ捨て行為に加えて、

歩行喫煙も規制の対象にしています。 

歩行喫煙は、周囲の人にやけどの被害を及ぼす危険があるため、「道路や公園など

公共の場所で歩行喫煙をしないよう努める」ことを区民等の責務として定めました。

また、人が多く危険や迷惑を及ぼすおそれが高い場合は、路上喫煙禁止地区に指定で

きることとし、平成17年7月31日から、中野駅周辺を「路上喫煙禁止地区」として、啓

発活動を実施するとともに路上喫煙率調査を実施しています。 

なお、令和8年10月1日から「中野区受動喫煙防止対策条例」が施行され、区内公共

の場所での喫煙が禁止されるとともに、「路上喫煙禁止地区」は廃止されます。 

 

（１）令和7年度の駅前等ポイ捨て防止啓発及び美化清掃活動実施回数 

①たばこ販売者団体の美化清掃活動、啓発活動等の実施回数（令和7年度）10回 

②路上喫煙率（7年度）                       未調査 

（２）令和7年度の駅前等ポイ捨て防止啓発及び美化清掃啓発活動等の場所 

連携により実施した地域 

中野駅南口周辺  中野駅北口周辺  東中野駅周辺 
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 喫煙マナーに気をつけましょう  
 

☆公共の場所での歩きたばこはやめましょう 

⚫ 歩きたばこは、周囲の人にやけどなどをさせたりすることがあります 

⚫ 特に、小さなお子さんや車椅子の方にとっては、たばこの位置が顔の高さ

になり、大変危険です 

⚫ 吸い殻がポイ捨てされるとまちの美観を害します 

⚫ 火災の原因や治安の悪化を招かないよう、喫煙は他の人の迷惑にならない

ようにしましょう 

 

☆路上喫煙禁止地区では、すべての喫煙が禁止です 

⚫ 現在、中野駅周辺に指定している路上喫煙禁止地区内の道路では、移動中

だけでなく立ち止まっているときの喫煙も禁止です 

⚫ 公道・私道を問わないので気をつけましょう 

⚫ 禁止地区に指定した道路には、路上喫煙禁止地区表示

シートが貼ってあります（右図） 

⚫ 表示に注意して、喫煙禁止にご協力ください 

 

☆禁止地区内では、喫煙場所を利用しましょう 

⚫ 路上喫煙禁止地区内には喫煙場所があります 

⚫ 禁止地区では喫煙場所をご利用ください 

⚫ 利用時は、周囲への配慮をお願いします 

 

  

路上喫煙禁止地区 

表示シート 
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中野駅周辺路上喫煙禁止地区 
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Ⅳ ごみとリサイクル 
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第１章 中野区のごみの現状と課題 

１ ごみの現状（概況） 

区では平成 12 年 3 月に「中野区一般廃棄物処理基本計画」を策定し、ごみの減量

施策に取り組んできました。スマートフォン向けごみ分別アプリケーションの導入

（平成 28年度）や「資源とごみの分け方・出し方」リーフレットの多言語化（令和 2

年度から 6言語）等で普及啓発を進めたほか、資源回収においては陶器・ガラス・金

属ごみの資源化（平成 29 年度開始）や集団回収維持対策制度（令和 2 年度創設）等

を推進しました。また、事業系廃棄物収集届出制度（平成 28 年度開始）等による適

正排出の推進や、区内の大学･事業者との連携による食品ロス削減対策（平成 28年度

から順次拡大）を進めてきました。 

これらの取組の結果、1 人 1 日あたりのごみ排出量は、減少傾向にあります。今後

も引き続き、３Ｒ（リデュース＝発生抑制、リユース＝再使用、リサイクル＝再生利

用）意識の普及啓発に注力していきます。 

 

 

●指標等の実績 

実績  ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

区民1人1日あたりのごみ排出量（ｇ） 435 425 416 

区民1人1日あたりのごみと資源の総排出量（ｇ） 598 584 570 

２ 「ごみゼロ※１都市・なかの」実現に向けた課題 

（１）資源を含めた不用物総量※２の減量促進 

（２）23区全体のごみ量、最終処分量の削減推進 

（３）資源化の促進 

（４）事業系ごみの発生抑制と適正排出 

（５）安定した清掃事業の継続 

 

※１ ごみゼロ 

積極的にごみの発生抑制、資源の回収を行い、それでも残ったごみを焼却・熱回収し、灰を

有効利用することで埋め立てるごみをゼロとすること 

 

※２ 不用物総量 

燃やすごみ＋陶器･ガラス･金属ごみ＋粗大ごみ＋資源量(集団回収＋行政回収)

区全体の年間ごみ量は第 3 章「2.ごみの収集・運搬」を、また、同資源量は第 2 章「3．

再使用（リユース）の推進」及び「4.再生利用（リサイクル）の推進」を参照のこと 
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第２章「ごみゼロ都市・なかの」実現に向けた取組 

１ 中野区一般廃棄物処理基本計画等 

（１）計画の概要 

一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第6条第1項に基

づき、長期的なごみ処理に関する基本方針を定めた計画で、区の清掃・リサイクル

事業の指針となるものです。策定した計画は、おおむね5年後、または、取組の進捗

状況や社会経済状況、制度の変更及び関連計画との整合性等を踏まえ、必要に応じ

て内容を見直し、改定を行うこととしています。 

区は、平成12年3月に「中野区一般廃棄物処理基本計画」（計画期間：平成12年度

～同23年度）を策定し、これまでに4回の改定を行いました。 

令和8年3月に策定した「第5次中野区一般廃棄物処理基本計画－なかのごみゼロ

プラン－」（計画期間（令和8年度～同17年度））では、基本理念について、次のとお

り示しています。 

基本理念 

「持続可能な循環型ごみゼロ都市」を目指します。 

基本方針１ 発生抑制、再使用の意識醸成 

基本方針２ 分別の徹底と効率的な資源回収 

基本方針３ 事業系ごみの減量と適正排出 

基本方針４ 環境に配慮した安全かつ着実で効率的な収集・運搬・処理 

また、令和17(2035)年度の「1人1日あたり」のごみ排出量の達成目標を「379ｇ」、

不用物総量の達成目標を「508ｇ」と設定し、基本理念の実現に向けてごみの減量及

び資源化等に取り組みます。 

（２）区が策定している廃棄物処理関連の他の計画 

① 中野区一般廃棄物処理実施計画 

「一般廃棄物処理実施計画」は、「一般廃棄物処理基本計画」の実施に必要な

各年度の一般廃棄物の排出抑制、減量化、収集、運搬、処分等について定めた

ものです。 

定める内容は、計画期間、計画区域、一般廃棄物の年間処理量の見込み、発

生・排出抑制のための方策に関する事項、共同処理ほか一般廃棄物の処理に関

する事項、分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分並び

に一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項等です。 

各年度当初に、当該年度の計画を策定しています。 
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② 中野区分別収集計画 

「分別収集計画」は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律第 8条第１項により、3年ごとに、5年を一期として、区域内の容器包装

廃棄物の分別収集に関する事項を定めたものです。容器包装廃棄物の分別収集

及びごみの減量を推進し、資源の有効活用と最終処分場の延命化を図ることを

目的として、区民、事業者及び行政の各責務と役割を明確化し、三者が一体と

なって取り組むべき方針を示しています。併せて、令和 4 年 4 月に施行された

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律に基づき、製品プラスチッ

クについても分別収集及びリサイクルを推進することとされています。 

現在は、「中野区分別収集計画（第 11 期）」の計画期間（令和 8 年度～同 12

年度）にあたり、対象品目（スチール缶、アルミ缶、無色びん、茶色びん、そ

の他色びん、紙パック、段ボール、ペットボトル、プラスチック製容器包装、

製品プラスチック）の各年度の排出量見込みや排出抑制のための方策等を定め

ています。 

③ 中野区災害廃棄物処理計画 

「災害廃棄物処理計画」は、首都直下地震や風水害等の大規模災害に備え、

大量に発生する災害廃棄物（がれき、ごみ、し尿等）や避難所ごみ等を適正か

つ迅速に処理するため、あらかじめ策定するものです。 

区では、令和 3年 3月、「中野区災害廃棄物処理計画」を策定しました。その

後、新たな被害想定の公表や「東京都災害廃棄物処理計画」の改定、「特別区災

害廃棄物処理対策ガイドライン」の見直しが行われていることから、令和 8 年

3 月に計画の改定を行いました。併せて、災害発生時に行うべき業務等を記載

した職員用マニュアルを作成しました。 

※第 3章「3．災害廃棄物の適正な処理に向けて」の｢(１）災害廃棄物処理計画」参照 

  ④ 中野区食品ロス削減推進計画 

「中野区食品ロス削減推進計画」は、「食品ロスの削減の推進に関する法律」

及び「食品ロス削減の推進に関する基本的な方針」に基づき、区民・事業者・行

政が連携をとりながら食品ロス削減の取組を推進することを目指して、令和 5年

3月に策定しました。 
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２ 発生抑制（リデュース）の推進 

（１）ごみ減量の普及啓発の充実 

ごみの発生抑制、資源等の分別ルール等について、講座・イベント等での対面に

よる啓発事業を実施するほか、区報、区ホームページやアプリ等により広く周知し、

意識の醸成、浸透及び行動の定着を図っています。 

① ごみ減量キャラクター「ごみのん」を活用した普及啓発 

ごみ減量キャラクター「ごみのん」を様々な場面で活用することにより、区

民に親しみやすくアピールし、無関心層や次世代を担う子どもたちにもごみ減

量の取組を知るきっかけを提供しています。ごみ減量のマスコットキャラクタ

ーとして定着させることで、ごみ減量の取組の認知度向上に貢献しています。 

また、着ぐるみをイベント等で活用し、視覚的なアプローチにより集客力の

向上を図るとともに、子どもたちの興味・関心を引き出しています。 

 

中野区ごみ減量キャラクター「ごみのん」。 

平成 17年度にキャラクター（姿形）を、平成 18年には名前を、それぞれ公募し、

決定しました。ごみ袋をイメージしたキャラクターで、指で「０（ゼロ）を表し 

ごみゼロを訴えています。  

▶ 

◀ 着ぐるみは令和元
年１０月の３R 推進月
間パネル展に初登場｡
イベントでは子どもた
ちに大人気 

▲令和７年度食品ロス削減啓発物品として
ラバーフィギュアを幼・小・中学校やぱくぱ
くパートナーズの店舗等に配布 

▲令和７年度子ども向け啓発物品として
ぷくぷくシールを作成。リサイクル展示室
やイベントで配布 

 

配布 
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▲イベントでの出前講座の例（資源

とごみの分別パズルを実施） 

② ごみ減量出前講座の実施 

町会・自治会、小・中学校など、各種団体等からの依頼

に応じ、資源とごみの現状や分け方・出し方、ごみ減量に

ついての理解を深めてもらうために職員が出向いて行う

講座です。区民からの問い合わせの多いテーマ（「雑が

み」、「資源プラスチック」、「リチウムイオン電池の捨て方」

等）について、座学のほか、クイズ・ゲームなど様々な形

式により実施しています。 

 

●出前講座 実績 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和 6年度 令和 7年度 

講座実施回数（回） 20 21 16 

参加人数（人） 1,713 2,760 2,733 

 

③ 環境学習の実施 

各学校、保育園等からの要望に応じ、ごみ減量やリサイクル意識の啓発、適

正分別の徹底を図るため、収集作業職員やごみ収集車を学校、保育園等に派遣

し、環境学習を実施しています。 

また、町会・自治会等の自主的な会議や集会に出向き、ごみの分別や現状を

説明するとともに、ごみを巡る悩みや問題について、懇談会形式で一緒に解決

策を考えています。 

令和 2 年度に、環境学習用の清掃車として、スケルトン清掃車（荷箱を透明

にして、ごみが積み込まれる様子を見ることができるようにした清掃車）を導

入しました。この清掃車（愛称「ごみのんカー」）を活用し、環境学習に力を入

れています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◀「ごみのんカー」の実演。清掃事務所職員が
分かりやすく説明します（令和２年１２月） 

ここが透明で 

内部が見えます 
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④ 普及啓発用冊子（日本語版）、リーフレット（外国語版）の作成・配布等 

ごみの減量や資源化、適正排出を促進するため、「資源と

ごみの分け方・出し方」冊子（日本語版）とリーフレット

（外国語版（英語、中国語、ハングル、ベトナム語、ネパー

ル語））を作成し、区役所、区民活動センター等で転入者等

に配布しています。 

また、「資源とごみの分け方・出し方」冊子（日本語版）

とリーフレット（外国語版）は、区ホームページにもデー

タを掲載しています。なお、基本的なごみの出し方を中

心に編集した「やさしい日本語版」も用意しています。 

   

                                    

●資源とごみの分け方・出し方 作成実績（単位：部） 

実績  ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

作成 計 253,500 12,000 56,000 

（
作
成
内
訳
） 

日本語版  240,000 11,000 40,000 

外
国
語
版 

英語版 3,000 － 5,000 

中国語版（簡体字） 6,000 － 5,000 

ハングル版 2,500 － 2,000 

ベトナム語版 1,000 － 2,000 

ネパール語版 1,000 1,000 2,000 

 

 

 

●環境学習 実績（延べ回数） （単位：回） 

実績  ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

一般区民対象 5 4 5 

児童・園児対象 29 32 31 

英語（Ｅｎｇｌｉｓｈ）、中国語(中文）、 

ハングル（   ）に加えて、 

ベトナム語（      ）、 

ネパール語（    ）でも読めます 

※令和 5 年度から日本語版は冊子、外国語版はリーフレット形式。（令和 4 年度まではいず

れもリーフレット形式） 

▲「資源とごみの分け

方・出し方」冊子 
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⑤ ごみ分別啓発用アプリケーションの運用・情報配信 

区民に身近な情報ツールであるスマートフォン向けのごみ分別アプリを、令

和 7年 10月にリニューアルし、日本語版と外国語版を統合するとともに、これ

までの日本語、英語、中国語、ハングルにネパール語、ベトナム語を追加しま

した。国籍や年齢を問わず、誰でも利用できるツールとして、意識啓発の一助

としています。利用できる機能は、収集日カレンダー、ごみ分別辞典、ごみ出

し忘れ防止アラームなどです（通信費のみ利用者負担）。 

また、お知らせ配信機能を活用し、ごみのん通信の発行やイベント等の情報

を随時発信しています。 
 

●ごみ分別アプリケーション 新規ダウンロード実績（単位：件）  

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

10月から 

アプリ統合 

令和7年度 

日本語版（平成28年7月導入） 10,379 9,526 
26,663 

外国語版（平成29年7月導入） 1,091 1,138 

 

 

 

 

⑥ リサイクル展示室の運営 

令和 6 年 10 月にリサイクル展示室（中野区

松が丘 1-6-3／清掃事務所敷地内）を「ごみの

んハウス（愛称）」としてリニューアルしまし

た。ごみ減量・資源化等についての情報発信や

資源回収の拠点として以下の事業を展開して

います。 

・リユース品の展示、抽選による無料提供 

・古着・古布の拠点回収 

・未利用食品（フードドライブ対象食品）、 

・使用済み食用油の回収受付 

・家庭で使った小型家電（9品目）、蛍光管、乾電池、小型充電式電池、イン

クカートリッジの拠点回収 

・ペットボトル自動回収機の設置 

・資源とごみについて楽しく学べるコーナーの設置 など 

    また、子どもたちに３Ｒや食品ロス削減に興味を持ってもらうとともに、リ

サイクル展示室の認知度向上を図るため、夏休みに合わせて子ども向けイベン

右の二次元コードからダウンロードできます  

Android 用    iPhone 用 

ごみのんのアイコンが目印です 

▲リサイクル展示室の入り口 

（２階はごみゼロ推進課執務室） 
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トを実施することとしました。令和7年度は、「ごみのんハウスクイズラリー」

やミニ講座「古紙から手すきはがきを作ってみよう！」「余りがちな保冷剤で

かわいい消臭剤をつくろう！」を実施しました。 

●子ども向けイベント実績 

実績 ＼ 年度 令和7年度 

ミニ講座 実施回数（回） 4 

参加者（人） 25 

ごみのんハウスクイズラリー 開催日数（日） 26 

参加者（人） 48 

 

※リニューアル前の令和6年5月～9月の実績 

 

 

●リサイクル展示室 主な実績等 

（延床面積530.25㎡、建築面積272.87㎡ / 鉄筋コンクリート造2階建） 

（平成6年3月15日建築、平成12年4月1日都から譲与） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

年
間
実
績 

開館日時 

週5日（火･木を除く）午

前10時半～午後3時半

（12/27～1/5を除く） 

【 9月 3 0日 ま で 】 

週5日（火･木を除く） 

午前10時半～午後3時半 

【 10月 28日 以 降 】 

週5日（土･日・祝日・年末年始期を除く）  

午 前 9時 ～ 午 後 5時 

週5日 

（土・日・祝日及び年

末年始期間12/29～1/3

を除く） 

午前9時～午後5時 

臨時休館 なし 
10/1～10/27 

（リニューアルに伴う休館） 
なし 

開館日数（日） 257 231 242 

入館者数（人） 20,075 9,182※ 6,567 

（1日平均・人） （78.1） （70.6）※ （27.0） 

リ
ユ
ー
ス
家
具

等
具 

 
展示日数（日） 124 109 111 

展示品数（点）  600 350 240 

提供品数（点）  480 319 212 

申込件数（件） 2,427 1,555 857 

古
着 

古
着 

提供人数（人） 8,284 3,517※ 728 

提供枚数（点） 37,730 16,052※ 2,184 
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⑦ 学校教育を通じた取組の推進 

小・中学校等との連携を強化し、子どもから家庭での取組につながるよう、

ごみ減量や食品ロス削減の普及啓発を行っています。 

小学生への啓発として、ごみ減量啓発冊子「減らそうごみ－できることから

はじめよう－」を作成し、区立小学校4年生に配布しています。また、令和7年

度から、区立小学校の新１年生に反射キーホルダーの配布を始めました。 

 

 

 

 

 

 

 

     ▲ごみ減量啓発冊子        ▲反射キーホルダーと台紙裏面（保護者向け啓発） 

⑧ 各種広報の充実（普及啓発資材、区ホームページの充実、啓発イベント実施等） 

ア ごみ減量・リサイクル情報誌「ごみのん通信」の発行 

ごみ減量の意識の浸透や取組の促進に向けた情報

を定期的に区民等に届けるため、令和元年度に創刊し

た情報誌です。ペーパーレスを推進するため、令和5

年度から電子化しました。食材をおいしく使い切るた

めの「あまりものレシピ」掲載等のさまざまな記事に

よりごみ減量の実践を促しています。 

 

 

イ その他の啓発資材等の作成 

さまざまな情報を効果的に伝えるため、対象

や目的を特化した各種の資材の作成・配布を

行っています。 

平成30年度から配布している「雑がみ保管袋」

は、新聞・雑誌、段ボール以外で古紙としてリ

サイクルできる「雑がみ」の資源化を図るため

のものです。希望する町会・自治会への配布や

出前講座での説明・配布等を行っています。 

     令和 7 年度は、子ども向け啓発資材としてぷくぷくシールを作成し、リサイクル

▲電子化後のごみのん通信

（第 17 号） 

▲雑がみ保管袋 
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展示室やイベントで配布しています。（P75 写真参照） 

ウ 啓発イベントの実施  

5月30日～6月5日の「ごみ減量・リサイクル推進週間」、10月の「３Ｒ推進

月間」及び「食品ロス削減月間」並びに12月～1月の「おいしい食べきり」全

国共同キャンペーン期間に合わせて、区役所1階でパネル展を実施しました。

期間中は、ホームページや SNS の活用等電子媒体でも、身近な生活の中で区

民が取り組めることなどを紹介して、ごみ減量を呼び掛けています。 

（２）食品ロス削減の推進 

「食品ロス」とは、本来食べられるのにもかかわらず捨てられる食品のことです。 

区はこれまで、家庭や事業者から排出される生ごみの減量に向けた食品ロス削減

対策について、普及啓発や区内大学・事業者と連携した事業を進めてきました。ま

た、令和5年3月には「中野区食品ロス削減推進計画」を策定し各取組を推進してい

ます。 

① 食品ロス削減のための普及啓発 

出前講座や地域のイベント、地区懇談会、なかのエコフェア等で啓発物品を

配布し、食品ロス削減の呼びかけを行っています。令和 7 年度には、子どもた

ちが食品ロスについて楽しく学べるよう、ごみのんが登場する食品ロス削減啓

発動画を作成し、区立小学校に DVD を配布するとともに、YouTube 中野区公式

チャンネルでも配信しています。 

② 新渡戸文化短期大学との連携事業 

ア 親子向け料理教室の実施 

食品ロスへの興味・関心を喚起して家庭でのごみ減量を促すため、また、食

育の取組の一環として、平成30年度から親子向け料理教室を実施しています。 

食材を無駄にしないレシピを活用した調理を行うとともに、家庭での実践

を促すため、「作ったよ！レポート」の提出を呼び掛けました。寄せられた実

践レポートについては、区ホームページに掲載し、啓発に役立てています。 

●小学生親子向け料理教室 実績 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

開催回数〈実施日〉

（単位:回） 

2 回 

〈8月3日・7日〉 

2回 

〈8月15日･16日〉 

2回 

〈8月 8日・9日〉 

参加人数（単位：人） 48 46 ※1 41 

※1 令和 6 年度の第 2 回（8 月 16 日）は台風のため中止し、参加予定者には学校が作

成した調理動画を限定配信し、資料や啓発物品を郵送しました。 
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イ 情報誌に掲載する食品ロス削減対策レシピの作成・紹介等 

ごみ減量・リサイクル情報誌「ごみのん通信」に、学生考案による「あま

りものレシピ」等の紹介記事を掲載しています。 

令和7年度は、食材の保存と使い切りを取り上げ、区民に実践を促しました。

区ホームページには、情報誌に掲載しきれなかったレシピを含め、食材ごと

にまとめて紹介しています。また、料理レシピサイト「クックパッド」の中

の「消費者庁のキッチン」にも、これらのレシピの情報提供を行い、広く普

及を図っています。 

 

 

③ 飲食店等の事業者との連携事業 

ア 食品ロス削減協力店の登録 

（「なかの☆もったいない ぱくぱくパートナーズ」） 

食品ロスの削減に積極的に取り組む事業者（飲食店、食品小売店等）を協

力店として登録し、その取組を区民等に周知することで、外食や食品購入時

の食品ロスの削減を推進する事業を、令和元年10月30日（食品ロス削減の日）

に開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲先生が「あまりものレシピ」のコツを伝授 ▲あまりものレシピで作った料理 

 

区ホームページの「あ

まりものレシピ」は、 

こちらから 

▲このステッカーが協力店の目印 
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イ 協力店等との連携による啓発事業等 

令和5年度に取材した協力店4店舗食品ロス削減の取組内容を区ホームペー

ジで引き続き公開することで、区民等に対する食品ロス削減意識の啓発の一

助としています。 

令和7年度は、全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会全国キャンペ

ーン期間中、区から啓発資材として、ごみのんフィギュア「おいしく残さず

食べきろう！」（P75写真参照）等を提供し、共同で啓発活動を行いました。 

④ フードドライブ事業の実施（中野区社会福祉協議会協力） 

未利用食品の有効活用のため、家庭で食べきれない食品等を区民に持ち寄っ

てもらい、社会福祉協議会を通して区内の子ども食堂等の団体へ寄付する事業

です。 

令和元年度の「なかのエコフェア」のイベント会場で

試行し、令和 2年度から窓口 2か所（リサイクル展示室、

区役所環境課）を設けて実施しています。 

また、地域団体等が自主的にフードドライブを実施す

る場合、ＰＲ用ののぼり等を貸し出し、活動を支援して

います。 

 

●フードドライブ事業 実績 （受付量） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

食品受付人数  延 358 人 延 222 人 延 184 人 

未利用食品受付個数 

（総重量） 

2,401個 

(965.509kg) 

1,739 個 

(436.986kg) 

1,394 個 

（408.341 ㎏） 

 

 

 

 

 

●食品ロス削減協力店 登録等実績（登録数は各年度末時点累計） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

協力店登録数  295店舗 276店舗 271店舗 

▲フードドライブ

の案内チラシ 
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（３）生ごみコンポスト化容器・生ごみ処理機のあっせん 

ごみ減量と資源の有効活用のため、区民を対象に生ごみコンポスト化容器と生ご

み処理機のあっせんを実施しています。 
 

●あっせん実績                     （単位：件） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

生ごみコンポスト化容器 6 2 1 

生ごみ処理機 10 18 40 

 

３ 再使用（リユース）の推進 

（１）リサイクル展示室でのリユース品の展示・提供等（実績は P79 参照） 

① 家具等 

粗大ごみの中から、まだ使用できる品物を選び、毎月 1 日から約 2 週間、20

点程度を展示し、抽選により、希望する区民（区内在住・在勤・在学者）に無

料で提供しています。多い品目は、衣装ケース、脚立、ワゴン、踏み台等です。 

 

 

 

 

 

 

 

② 古着・古布 

リサイクル展示室に持ち込まれた古着の一部は、出張して展示し、希望する

区民（区内在住・在勤・在学者）に無料で提供しています。令和 7 年度は、区

役所で 3回、障害者福祉会館（沼袋区民活動センター）で 1回実施しました。 

気軽に実践できるリユース活動の場を提供し、リユース活動を促進しています。 

  

リユース品の例。衣装ケース、脚立、ワゴンなどは毎月の定番 

 

まだ着られる古着を展示・提供。子ども服のほか、 

大人用普段着、スーツ等も 

◀ 

◀ 
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４ 再生利用（リサイクル）の推進 

（１）集団回収の支援 

集団回収は、町会・自治会、ＰＴＡなどおおむね10世帯以

上の区民で構成されている団体が、家庭から出される資源を

資源回収業者に引き取ってもらう自主的なリサイクル活動で

す。地域の実情に合わせやすく、分別が徹底されるので質の

高い資源が回収できるなどの利点があります。登録団体は246

団体（うち活動を実践している団体は242団体）です。 

区は、集団回収の実践団体に対し、資源の回収量に応じて

報奨金（6円／kg）を支給するほか、標識旗及び表示幕の支給

などの支援を行っています。さらに、「集団回収ニュース」の

発行及び区ホームページ等の活用による情報提供行っていま

す。 

回収事業者に対しては、収集運搬車両用パネルを支給しているほか、新型コロナ

ウイルス感染症の影響もあり古紙市況が下落したことから、「集団回収維持対策制

度」を令和2年5月に創設し、古紙の円滑な資源化の維持及び促進のために必要な維

持対策費を交付しています。 

なお、現状を把握した上で区としての適切な支援を行うため、町会・自治会と回

収事業者との意見交換会を毎年度実施しています。 
 

●集団回収 回収実績  （単位：kg） 

種別 ＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

新聞  2,456,336   2,302,733 2,178,129 

雑誌 3,463,635 3,357,364 3,138,934 

 ダンボール 4,702,266 4,692,701 4,715,757 

紙パック 1,614 1,669 1,334 

古布  436,333 425,499 422,139 

びん 22,995 23,205 21,330 

缶 36,991 37,714 37,688 

合計 11,120,170 10,840,885 10,515,311 

※新聞・雑誌・段ボールは平成19年度から行政回収を停止し、区内全域で集団回収へ移行 

（２）区が実施している資源回収等（ごみとして収集したものの再資源化を含む） 

区は、「びん・缶・ペットボトル集積所」や区有施設等の回収拠点から各種の資源

を回収し、再資源化しています。また、ごみの減量と資源の有効活用のため、ごみ

▲集団回収集積場所に掲

示された標識旗 
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として収集したものを選別して再資源化する事業にも取り組んでいます。（以下、主

に開始順に記載） 

①  びん・缶の回収 

飲食用のガラス製びん及びスチール缶・アルミ缶

は、区内 9,002か所の「びん・缶・ペットボトル集

積所」で、週１回、分別回収を行い、資源化してい

ます。 

 

●回収実績  （単位：kg） 

種別  ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

びん 

生きびん 128,661 124,438 121,053 

雑びん 2,576,727 2,466,192 2,358,977 

合計 2,705,388 2,590,630 2,480,030 

缶 

アルミ缶   637,710  633,164 611,795 

スチール缶   292,270  270,776 261,740 

合計 929,980    903,940 873,535 

②  資源プラスチックの回収 

かつて「プラスチック製容器包装」は「不燃ごみ」として収集し、その重量

の 40％近くを占めていましたが、現在は週１回、「ごみ集積所」で分別回収し、

容器包装リサイクル法の指定法人ルート（容器包装を製造した事業者と利用し

た事業者が経費を一部負担する）により資源化しています。令和 6年 4月から、

プラスチック製容器包装に製品プラスチックを加えて「資源プラスチック」と

して回収を拡大しました。 
 

●回収実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

回収量 2,392,050 2,521,490 2,474,020 

※「プラスチック製容器包装」の回収は平成16年7月に一部地域で開始後、対象地域を徐々

に拡大し、平成20年10月に区内全域で実施 

  

▲びん・缶・ペットボトル集積所」

には容器を設置 
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③ 乾電池の回収 

亜鉛やマンガンなどの貴重な資源の有効活用を図るため、家庭から排出され

る一次電池（マンガン乾電池、アルカリ乾電池、リチウム一次電池、ボタン電

池）を、拠点回収しています。 

（回収場所）区役所、区民活動センター、図書館、体育館、社会福祉会館等

の区有施設及びシルバー人材センター本部・分室等、計 75か所

に拠点回収ボックスを設置 
 

●回収実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

回収量 29,566 31,377 33,082 

 

④ 小型充電式電池の回収 

  令和6年度から、区役所及びリサイクル展示室において、リチウムイオン電池

等の小型充電式電池の拠点回収を開始しました。 

 回収した小型充電式電池は選別し、一般社団法人 JBRC へ送付するものと資

源化事業者に送付するものに分けて処理をしています。 

（回収場所）区役所、リサイクル展示室（令和6年度から開始） 

※リサイクル展示室では、令和2年度から令和5年度まで JBRCの拠点

としてリサイクルマークがついているもののみ回収。 

●回収実績                    （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

回収量 130.33 173.42 731.31 

   ※一般社団法人 JBRC引き渡し分 
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⑤ ペットボトルの回収 

平成 20年 10月から、「びん・缶・ペットボトル集積所」で、週 1 回、分別回

収を行い、資源化しています。 

また、区内のスーパーマーケット 14店舗とリサイクル展示室に「ペットボト

ル回収機」を設置しています（令和 8年 6月現在）。「ペットボトル自動回収機」

を利用すると、内部で圧縮されるため集積所回収に比べ効率的な回収が可能で、

温室効果ガスの削減につながります。利用者にとっては専用ポイントをためて

「お買物券」に交換できるメリットもあるため、キャンペーン実施等により利

用促進を図っています。 

 

 

 

 

 

 
※ペットボトル自動回収機は、区の設置から事業者が独自に設置するなど、事業者の自主的な

取組も進んできており、事業者が設置したペットボトル自動回収機の利用も促進しています。

設置令和6年4月から2店舗が民設事業者による自主的な設置に移行しました。 
 

●回収実績 （単位：kg） 

種別 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

集積所 回収分 1,414,600 1,426,940 1,428,700 

自動回収機 回収分   115,020     88,130     83,250 

合 計 1,529,620 1,515,070  1,511,950 

⑥ 使用済小型家電（9品目）の回収 

平成 25 年 4 月 1 日に「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法

律」が施行されました。それに伴い、ごみの減量化と希少金属を始めとした金

属資源の有効活用を推進するため、平成 26年 10月から、家庭で使用済みとなっ

た小型家電 9品目を拠点回収しています。 

（回収品目）①携帯電話・ＰＨＳ・スマートフォン、②携帯音楽プレーヤー、

③携帯ゲーム機器、④デジタルカメラ、⑤ポータブルビデオカ

メラ、⑥ポータブルカ―ナビ、⑦電子辞書、⑧卓上計算機、 

⑨ＡＣアダプター・コード類 

（回収場所）区役所、区民活動センター、中央図書館、リサイクル展示室の

計 18か所に拠点回収ボックスを設置 

 

ペットボトル自動回収機の 
利用イメージ  
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●回収実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和 5年度 令和6年度 令和7年度 

回収量 5,813 7,624 10,236 

⑦ 蛍光管の回収 

水銀の排出を削減し、地球規模の水銀汚染の防止を目指す「水銀に関する水

俣条約」が平成 25 年 10 月に採択されました。それに伴い、平成 27 年 5 月か

ら、家庭から排出される使用済みの蛍光管を拠点回収し、資源化しています。 

（回収場所）区役所、区民活動センター、中央図書館、リサイクル展示室の

計 18か所に拠点回収ボックスを設置 
 

●回収実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

回収量    2,349    2,676    2,636 

※平成26年12月～平成27年1月の試行後、同年5月から開始 

⑧ 金属系粗大ごみの資源化 

平成 26年度から、ごみの減量と資源の有効活用を推進するため、収集した粗

大ごみの中から金属を多く含む物を選別・回収して、鉄、アルミニウム、ステ

ンレスなどの金属や熱資源として再資源化しています。 
 

●回収実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和 5年度 令和6年度 令和7年度 

資源化量 433,210 437,940 500,770 

 

⑨ 食用油の回収 

家庭から排出される使用済みの食用油を、区役所環境課の

窓口とリサイクル展示室で回収し、資源化しています。また、

月 1 回（第 4 火曜日の午前 9 時～正午）、区民活動センター

でも回収を行っています。 
 

●回収実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

回収量 3,117 3,072 3,049 

※平成26年7月に1か所で開始し、平成27年度から拡大。 

▲回収の目印 
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⑩ 陶器・ガラス・金属ごみの資源化 

さらなる資源化によりごみ減量を図るため、平成 29 年 10 月から、収集した

「陶器・ガラス・金属ごみ」を民間の資源化施設に搬入して資源化する取組を

行っています。 

当初は約 3 分の 1 を対象に開始し、平成 31 年 4 月からは全量を対象に資源

化を実施しています。それに伴い収集車両を小型排出車に変更し、効率的な収

集・運搬に努めています。 
 

●資源化実績 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

資源化量 1,452,704  1,344,289 1,269,265 

⑪ リサイクル展示室での資源回収 

前掲の資源のうち、③乾電池、④小型充電式電

池、⑤ペットボトルの回収、⑥使用済小型家電（9

品目）、⑦使用済蛍光管、⑨食用油の回収を行って

います。その他に、古布、紙パックについても回

収しており、行政の回収拠点としては区内で唯一

の施設となっています。なお、古布のうちリユー

ス可能な古着については、出張して展示し、希望

する区民へ提供しています。 

古布と紙パックの実績量は次の表のとおりです。（リユース事業の詳細につい

ては、前掲３．再使用（リユース）の推進」（１）を参照）。 
 

●リサイクル展示室 実績量 （単位：kg） 

実績 ＼ 年度 令和 5年度 令和6年度 令和7年度 

古布  2,570 6,520 8,400 

紙パック  38 25 16 

（３）その他の資源のリサイクルの促進 

① エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機 

家庭で不用になった上記の品目は、特定家庭用機器再商品化法に基づきメー

カーが回収・リサイクルを行うため、次の方法を案内して再商品化を促進して

います。 

▲リサイクル展示室に並ぶ拠点回収

ボックス 
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ア 引き取りの依頼 

購入（買い替え）した店（不明な場合等は家電リサイクル受付センター）

に引き取りを依頼します（リサイクル料金と収集運搬料金がかかります）。 

イ 自ら持ち込む場合 

中間集積所へ持ち込む場合は、リサイクル料金と運搬料金がかかります。

指定引取場所への持ち込みでは、リサイクル料金のみ必要です。 

② パソコン 

資源有効利用促進法に基づき、家庭で不用になったパソコンは次のいずれか

での処理を案内し、再資源化を促進しています。 

ア メーカー等による引き取り（自主的な回収・再資源化）の依頼 

処分の際は、回収・資源化料金がかかります（ＰＣリサイクルマーク付き

の家庭系パソコンの販売価格には、その料金が含まれています）。各メーカー

の連絡先、回収方法、料金等の詳細は、パソコン３Ｒ推進協会のホームペー

ジで確認することができます。 

イ 宅配便によるパソコンの無料回収の申し込み 

平成31年3月、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」に

基づく認定事業者（リネットジャパンリサイクル株式会社）と協定を締結し

ました。 

協定に基づき、同年4月から、同事業者により宅配便回収を利用したパソコ

ンの無料回収（1箱分まで）を行い、再資源化の促進及び区民サービスの向上

を図っています。  
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第３章 ごみの適正処理 

１ ごみの適正排出啓発 

（１）指導業務 

① 区民・事業者への排出指導等 

ルールに沿った分別排出がなされるよう、集積所の改善や分別排出指導、大

規模建築物の立入指導等、区民及び事業者に対して指導、相談、広報活動を行っ

ています。日々、住民から寄せられる苦情や相談には、ごみの集積所をめぐる

住民同士のトラブルやごみの不法投棄をめぐる問題が多く見られます。住民生

活に密着している清掃事業にとって、住民の理解と協力は欠かすことができな

いため、必要に応じて職員を現場に派遣するなどしてきめ細かな対応に努めて

います。 

また、平成 20 年度から管理人や巡回管理人等のいない小規模集合住宅を対

象とした排出指導を行うため、専門の職員を配置し、継続的に資源やごみの適

正排出に関する情報提供に取り組んでいます。 

② 事業用大規模建築物の排出指導 

区内の大規模事業者から排出される廃棄物の減量をすすめるため、条例によ

り、事業用途に供する床面積の合計が 3,000 ㎡以上の建築物の所有者に対し、

廃棄物の管理責任者の選任・届出、ごみ減量・リサイクルに関する計画書の提

出を義務付けています。提出された計画書に基づき、個々の建築物に対して立

入調査を行い、廃棄物の減量と再利用の推進に関する指導及び助言を行ってい

ます。また、廃棄物の管理責任者に対してごみ減量に対する理解を深めていた

だくため、年 2回講習会を実施しています。 
 

●立入調査実績         （単位：件） 

実績＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

調査件数 59 78 90 

③ 事業系廃棄物収集届出制度 

平成 28 年 2 月に、事業系廃棄物の減量・資源化推進及び適正排出促進のた

め、事業系廃棄物収集届出制度を導入しました。 

商店・会社等の事業所からでるごみや資源は、事業者自らの責任で適正に処

理することが義務付けられていますが、この制度では、従業員数が 20人以下ま

たは 1 日の平均廃棄物排出量が 50 ㎏未満の事業者で、ごみの自己処理が困難
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な場合、事前に区長に届出を行い「事業系有料ごみ処理券」を貼付することで、

例外的に区の収集を利用することができます。また、区の収集を利用せず、廃

棄物の処理について許可業者へ委託している事業者には、調査票の提出を依頼

しています。 
 

●区内事業者の廃棄物排出状況把握件数       (単位：件)  

実績＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

把握件数※    12,215    12,278    12,472 

※ 各年度末日の把握件数（届出事業者+調査票提出事業者） 

④ 一般廃棄物処理業の許可・指導 

一般廃棄物処理業を行うためには、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に

より区長の許可を受ける必要があります。区は、法律や条例に定められた事項

が遵守されるよう、許可を受けた業者の指導等を行っています。 
 

●許可更新申請等受理件数 （単位：件） 

種別実績＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

許可申請 

新規 0 0 1 

更新 141 99 136 

変更 1 1 1 

（許可申請 小計） 142 100 138 

許可証 再交付申請 0 0 0 

合計 142 100 138 

（２）監視カメラの設置 

平成27年3月から、ごみ集積所への不法投棄等の発生抑制を図ることを目的とし

て監視カメラを設置しました。現在の設置台数は10台です。監視カメラを設置した

ごみ集積所に対して巡回を強化し、調査や排出指導を重点的に行っています。 

（３）優良集積所認定制度 

ごみ・資源の適正排出や地域環境の美化、ごみ減量・資源化に

積極的に取り組み、適正に管理されている集積所を、平成26年度

から優良集積所として認定しています。 

優良集積所には、認定適合標識（優良ごみ集積所、優良資源集

積所）を掲示するほか、その取り組み事例を区ホームページ等で

区民に紹介し、区内の資源とごみの適正排出及びごみ集積所等

の適正管理を推進しています。 

▲｢優良ごみ集積所｣の
認定適合標識 
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●優良集積所 認定数   （単位：件） 

実績＼年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7 年度 

認定数(累計) 116 116 117 
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２ ごみの収集・運搬 

（１）ごみの収集・運搬 

平成20年10月から、燃やすごみ、陶器・ガラス・金属ごみ、プラスチック製容器

包装に分別区分を変更しました。燃やすごみは週2回、陶器・ガラス・金属ごみは隔

週、プラスチック製容器包装は週1回の収集としました。平成21年4月から、陶器・

ガラス・金属ごみの収集は月2回に変更しました。令和6年4月に、プラスチック製容

器包装に製品プラスチックを加えて「資源プラスチック」として資源化を拡大しま

した。新型コロナウイルス感染症拡大による在宅時間の増加に伴い、粗大ごみの排

出件数が増加したため、令和2年4月に粗大ごみの収集を週2回に変更しました。 
 

●集積所数  （単位：か所） 

種別＼年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

集積所箇所数  18,990 19,163 19,324 

各戸収集  15,235 16,404 17,062 

 

●収集実績            （単位：t） 

種別＼年度 収集回数 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

燃やすごみ 週2回 51,054.78 50,270.99 49,564.65 

陶器・ガラス・金属ごみ 月2回   154.11 145.31 129.77 

粗大ごみ 週2回 2,554.60 2,561.32 2,477.90 

※ 資源化した粗大ごみ量を除く。（H26年度以降） 

※ 資源化した陶器・ガラス・金属ごみ量を除く。（H29年10月以降） 

（２）動物死体の処理 

区民自ら処理できないペットなどの動物死体を引き取り、処理を行っています。 
 

●処理実績       （単位：体） 

実績＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

動物死体 535 431 393 

（３）し尿の処理 

一般家庭のくみ取りし尿は、平成24年度まで中野区が収集し、処理を行っていま

した。平成25年度から杉並区と協定を締結し、杉並区が収集しています。 
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●処理実績   

実績＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

収集戸数（戸） 1 1 1 

収集量（t） 1.12 0.50 0.51 

（４）持込ごみ 

① 臨時持込ごみの受付 

事業系一般廃棄物を、事業者が中間処理施設へ持込む場合の受付事務を行っ

ています。持込み先は、清掃工場や破砕ごみ処理施設などとなっています。 
 

●受付実績   （単位：ｔ） 

実績＼年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

臨時持込ごみ量 40 65 65 

② 一般廃棄物管理票（マニフェスト）制度 

一般廃棄物管理票とは、事業系一般廃棄物の種類・重量・排出場所とそのコ

ード等を記録した積荷目録（複写式伝票）です。中野区廃棄物の処理及び再利

用に関する条例により、事業系一般廃棄物を区長の指定する処理施設に運搬す

る事業者は、区が指定する形式の一般廃棄物管理票を当該施設の管理者に提出

することが義務付けられています。事業系一般廃棄物を 1 日あたり 100kg 以上

排出する事業者が対象となっています。 
 

●一般廃棄物管理票対象事業者登録件数 （単位：件） 

実績＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

登録件数 170 172 172 

（５）訪問収集 

高齢者や障害がある方など、ごみなどを集積所まで持ち出すことが困難な方に対

し、直接自宅を訪問してごみを収集します。対象は、自らごみを集積所まで持ち出

すことが困難で、かつ、親族や近隣の方などの協力を得られない方で、介護保険法

による要支援、要介護を受けている方だけで構成されている世帯、身体障害者手帳

1級～2級の方だけで構成されている世帯、またはそれらの方と同等の状況と認めら

れる方だけで構成される世帯、その他区長が特に必要と認める世帯です。また、希

望する方へ安否確認を目的とした『声かけ』を行っています。 
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●訪問収集世帯数 （単位：世帯） 

実績 ＼年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

世帯数 530（21） 532（28） 560（17） 

※ ( )内は『声かけ』実施世帯の内数。 

（６）防鳥用ネットの貸出し 

カラスや猫などによるごみの散乱被害を防止するため、防鳥用ネットを貸し出し

ています。 
 

●防鳥用ネットの貸出し実績 （単位：枚） 

種別 ＼年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

大（3ｍ×4ｍ）   101 145 150 

中（2ｍ×3ｍ）   242 276 359 

小（1.5ｍ×2ｍ）   222 219 286 

（７）医療廃棄物 

事業者としての医療機関は、その事業活動に伴って発生した廃棄物を自らの責任

において適正に処理しなければなりません。 

中野区では、法定された滅菌処理済みの識別シール・有料ごみ処理券等、一定の

要件を満たした小規模の医療関係機関から排出される非感染性廃棄物について、所

定の手続き等がされた場合に区収集を行っています。 
 

●届出済み医療機関数 （単位：件） 

年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

医院 337 339 343 

歯科医院 193 194 195 

獣医院 33 33 33 

※ この件数には区収集だけではなく、処理業者にも委託している医療関係機関が含ま

れています。 

※ 令和5年度までは2年毎の更新手続きが必要 

 

（８）使用済み注射針の回収 

ごみの適正排出及び収集作業上の事故防止のため、在宅医療から排出される家庭ご

みである使用済み注射針の回収容器購入費、処分費用を(一社)中野区薬剤師会に助

成しています。薬局では、在宅患者が薬局から購入し在宅で自己注射した注射針を回収

しています。 

 



- 98 - 

 

●提供実績   （単位：個） 

実績＼年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

回収・処分数 4,480 4,240 3,560 
  



- 99 - 

（９）廃棄物処理手数料の減額・免除制度 

廃棄物処理手数料は、中野区廃棄物の処理及び再利用に関する条例に掲げる基準

に該当する全ての者から所要の額を徴収することを原則としています。しかし、天

災・火災に遭われた方など、特別の理由がある場合は、ごみ処理手数料が減額又は

免除になる制度があります。 

また、天災で家屋が全壊若しくは半壊、または床上浸水に遭われた方で、その被

害により特定家庭用機器廃棄物を排出する場合は、「中野区天災に伴い生じた特定

家庭用機器廃棄物の排出方法等に関する要綱」に基づく申込みが必要です。 
 

●廃棄物手数料の減額・免除   

対象 根拠 割合 

(1)天災を受けた者 条例第 53 条 免除 

規則第 44 条第１号 

(2)生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 11 条に掲げる

保護を受けている者 

条例第 53 条 免除 

規則第 44 条第 2 号 

(3)児童扶養手当法（昭和 36 年法律第 238 号）に基づく児童

扶養手当を受けている者及び特別児童扶養手当の支給に

関する法律（昭和 39 年法律第 134 号）に基づく特別児童

扶養手当の支給を受けている者 

条例第 53 条 免除 

規則第 44 条第 3 号 

(4)国民年金法等の一部を改正する法律（昭和 60年法律第 34

号）付則第 28 条第 1 項の規定に基づく遺族基礎年金の支

給を受けている者及び同法第 1 条の規定による改正前の

国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）に基づく老齢福祉

年金の支給を受けている者 

条例第 53 条 免除 

規則第 44 条第 4 号 

(5)中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条

第 1 項の支援給付を受けている者 

条例第 53 条 免除 

規則第 44 条第 5 号 

(6)火災等の災害を受けた者 条例第 53 条 9 割減額 

規則第 44 条第 6 号 

(7)その他区長が特別の理由があると認める者 条例第 53 条 5 割減額 

（23 年 4 月 1 日：私有地の無主の動物死体の引取手数料免

除） 

規則第 44 条第 7 号 ～免除 
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（10）集合住宅や事業用建築物の建設時の事前協議・届出 

家庭や事業所から出る廃棄物や資源を適正に保管・排出するために、建築物の規

模により建築確認以前の計画段階で、建築主は、廃棄物保管場所やリサイクル資源

集積所の設置届または事前協議、あるいは収集方法の協議が必要です。このうち清

掃事務所では廃棄物保管場所についての協議を、資源回収推進係では集合住宅につ

いてのリサイクル資源集積所等の協議を行っています。 

【対象物件】 

○中野区廃棄物の処理及び再利用に関する条例対象建築物 

・事業用途に供する部分の床面積 3,000 ㎡以上の建築物 

・延床面積 3,000 ㎡以上の集合住宅 

○中野区集合住宅の建築及び管理に関する条例対象建築物 

・以下に該当する集合住宅 

① 特定集合住宅 

階数が 3以上（居室を有しない地階を除く）の集合住宅で住戸の数が

12戸以上のもの 

② 小規模特定集合住宅 

住戸の数が 6戸以上 12戸未満の集合住宅及び住戸の数が 12戸以上で特

定集合住宅に該当しないもの 
 

●届出実績   （単位：件） 

実績＼年度 令和 5 年度 令和 6年度 令和 7年度 

条例物件※       5      7      6 

特定集合住宅      48 56 50 

小規模集合住宅     140 148 127 

※ 条例物件とは、「中野区廃棄物の処理及び再利用に関する条例対象建築物」に該当す

る件数です。 
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（11）主な粗大ごみの収集状況 

 

  

478 1,230 

27 15,122 

3,387 84 

1,373 11 

5,396 3,798 

455 97 

154 72 

0 1,681 

1,817 3,745 

2,670 1,339 

1,178 431 

扇風機 5,328 3,403 

除湿器 954 61 

空気清浄器 3,165 309 

換気扇 63 56 

電気掃除機 9,022 49 

照明器具 7,189 156 

ステレオセット 16 28 

オーディオ機器 645 396 

スピーカー 711 272 

978 4,967 

470 897 

5 1,198 

5,703 62 

2,132 36 

3,513 174 

512 1,935 

5,220 294 

11,052 1,389 

19,477 12,227 

2,134 21 

2,922 0 

5,095 0 

540 403 

43 72 

2,089 2,907 

1,500 6,483 

3,873 150 

1,840 123 

6,015 725 

28,356 17,368 

7,261 5,140 

11,137 394 

80 

※令和７年度に収集した総個数は 352,335個（臨時ごみ除く）。　※不法投棄された物は含まない。

《多く出された粗大ごみ　令和７年度》

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

品名 布団 いす 衣装箱 戸棚 スーツケース

個数 28,356 24,533 17,368 15,122 12,227

ペット小屋

水槽

衣装箱

自転車

脚立

洗面化粧台

物干し台

物置（解体したもの）

物干し竿

ごみ箱

仏壇

子供用遊具

ベビーベッド

乳児用具

スーツケース

編み機

浴槽

板類

畳

建具（ｱﾙﾐｻｯｼ･ｶﾞﾗｽ戸除く）

建具（ｱﾙﾐｻｯｼ及びｶﾞﾗｽ戸）

ブランコ

滑り台

ローイングマシーン

ランニングマシーン

ぶら下がり健康器

流し台

ガス台（調理台を含む）

米びつ

プリンター

楽器（オルガン・ギター等）

スキー板

ゴルフ用品

サーフボード

サイクリングマシーン

家

具

・

寝

具

そ

の

他

ブラインド

戸棚

ロッカー(1人又は2人用）

ロッカー(3人以上用）

パイプ類（棚・ハンガー）

オーディオラック

ワードプロセッサ

ＯＡ機器（その他）

机（両そで机を除く）

こたつ板

シングルベッド

ダブルベッド

げた箱

カラーボックス

テーブル

いす（応接用を除く）

応接用いす(1人用）

ストーブ（ﾌｧﾝﾋｰﾀｰ除く）

電気こたつ

ビデオデッキ

ステレオ（ミニコンポ）

カラオケ演奏装置

両そで机

アコーディオンカーテン

ストーブ（ﾌｧﾝﾋｰﾀｰ）

ミシン(卓上式）

ミシン(卓上式除く）

炊飯器類

ガステーブル

電子レンジ

食器洗い乾燥機

湯沸し機

ふろがま

敷物

電

気

・

ガ

ス

・

石

油

器

具

類

家

具

・

寝

具

タンス(高さ90ｃｍ未満）

タンス(高さ90ｃｍ以上）

サイドボード

応接用いす(２人用以上）

ベッドマット

ふとん

座椅子

鏡台

マットレス
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（12）ごみの流れ 
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（13）作業計画 

中野区では原則として燃やすごみを週2回、陶器・ガラス・金属ごみを月に2回ず

つ収集しています。 

中野区は区内に清掃工場が所在しないため、収集したごみを遠距離の清掃工場に

搬入しています。このため、ごみの性状、排出状況に応じ、車種を使い分けるほか、

1組の収集職員が2台の清掃車を交互に使って収集作業を行うなど効率的な収集を

行っています。 

ごみの排出量は、週前半と週後半で差があることから、それに応じた配車台数と

しています。 

配車台数、処理量を示した作業計画書は以下のとおりです。この計画書以外に、

狭小路地からの収集に対応するため、燃やすごみについて軽小型車両を7台使用し

ています。 
 

令和 8年度 中野区清掃事務所計画書 （抜粋） 
 

作業種別 

週前半 

 

車両 
処理量(ｔ) 

車種 作業形態 台数 

燃やすごみ 

新大型特殊車 Ｓ 2 14.4 

小型プレス車 Ｗ 34 152.0 

小型特殊車 Ｗ 14 37.8 

計 204.2 

陶器・ガラス 
・金属ごみ 

小型排出車   Ｓ 5 4.3 

作業種別 

週後半 週平均 

車両 
処理量(ｔ) 処理量(ｔ) 

車種 作業形態 台数 

燃やすごみ 

新大型特殊車 Ｓ 2 12.0 13.2 

小型プレス車 Ｗ 28 92.6 122.3 

小型特殊車 Ｗ 14 19.9 28.8 

計 124.5 164.3 

陶器・ガラス 
・金属ごみ 

小型排出車 Ｓ 8 7.5 5.9 

※ 作業形態 

「Ｓ」：シングル作業・・・１組の収集員が１台の車両を用いて作業すること。 

「Ｗ」：ダブル作業 ・・・１組の収集員が２台の車両を用いて作業すること。 
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３ 災害廃棄物の適正な処理に向けて 

（１）災害廃棄物処理 

地震や水害などの大規模災害の際は、災害廃棄物（がれき、ごみ、し尿等）が一

度に大量に発生します。これらの災害廃棄物は、一般廃棄物であり、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律に則り、区市町村が適正に収集・運搬、処理を行う必要があ

ります。 

区は、いつ起きても不思議ではないといわれる首都直下地震や風水害等の大規模

災害に備え、令和3年3月、「中野区災害廃棄物処理計画」を策定しました。 

この計画では、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理に向けて、発災前後の各

段階（平常時、初動期、応急対策期及び災害復旧・復興期）に必要な対策を定めて

います。 

その後、新たな被害想定の公表や「東京都災害廃棄物処理計画」の改定、「特別区

災害廃棄物処理対策ガイドライン」の見直しが行われていることから、令和8年3月

に計画の改定を行いました。併せて、災害発生時に行うべき業務等を記載した職員

用マニュアルを作成しました。 

併せて、防災ハンドブックへの掲載等により、平時からできる対策や災害時の廃

棄物の出し方について、区民への事前周知を進めています。 

（２）ＭＣＡ無線の運用 

震災時等は、固定電話、携帯電話、ＦＡＸ等の通常の通信手段にアクセスが集中

し、通信規制等による大幅な機能の低下が想定されます。その場合、廃棄物処理に

必要な２３区及び東京二十三区清掃協議会との情報連絡にも影響が及び、各区等の

被害状況や対応状況の伝達・把握ができずに応急・復旧活動に支障が生じる恐れが

あります。 

そのような状況に備え、各区及び東京二十三区清掃協議会にはＭＣＡ無線※を配

備し、震災時等の通信手段として有効活用を図ることとしています。いざというと

きのため、平常時には定期的に通信訓練を行っています。 

※ ＭＣＡ無線とは（ＭＣＡ方式：Ｍulti Ｃhannel Ａccess System） 

防災用デジタル無線。複数の周波数を多数の利用者が効率よく使える業務用無線通

信方式の一つ。800MHz帯の電波を利用する。 
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Ⅴ 第４次中野区環境基本計画 

アクションプログラム事業実績 
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第１章 令和７年度進捗状況 

○年度目標及び進捗評価の考え方 

①数値目標がある場合 

年度目標：数値目標を記載します 

進捗評価：達成割合に応じて下記の基準（数値目標の場合）に基づき評価します 

 

②数値目標はなく、アクション内容を進展させる目標がある場合（例：認証取得、計画策定など） 

年度目標：目標を文章で記載します 

進捗評価：「進捗評価の理由・内容」に応じて、下記の基準（数値目標以外の場合）に基づき評価
します 

 

③アクション内容または取組内容の記載を継続して実施する事業（例：普及啓発、適正な管理など） 

年度目標：原則記載しません ※表記を「-]で統一します  

進捗評価：「進捗評価の理由・内容」が「取組内容」のとおり実施されたかどうかで判断します 

 

〇評価方法 

 

 

  

進捗評価 数値目標の場合 数値目標以外の場合 

Ａ ８０～１００％ 達成・ほぼ達成できた 

Ｂ ５０～７９％ おおむね達成できた 

Ｃ ２０～４９％ やや不十分である 

Ｄ ０～１９％ 改善・見直しを要する 
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問合せ内容 ご相談・お問合せ先 電話番号 

環
境
行
政
等 

中野区環境基本計画 

環境部 環境課 環境企画係 03-3228-5524 
地球温暖化対策 
環境マネジメントシステム 
中野区地球温暖化対策地方公共
団体実行計画（事務事業編） 

環境イベント、環境基金への寄附 環境部 環境課 環境・緑化推進係 03-3228-5516 

身
の
回
り
の
環
境
改
善 

緑化推進 環境部 環境課 環境・緑化推進係 03-3228-5516 

環境調査結果 

環境部 環境課 環境公害係 03-3228-5799 

工場･指定作業所の設置､変更の
相談 
特定建設作業実施届出 
アスベストに関する届出等（大気
汚染防止法・環境確保条例・中野
区要綱の規定による） 
土壌汚染調査報告書（環境確保条
例第116条の規定による） 
騒音計の貸出し 
公害の苦情・相談 

光化学スモッグ注意報 
環境部 環境課 環境公害係 03-3228-5799 
(都)大気汚染情報テレホンサービス 03-5640-6880 

環境美化対策 環境部 環境課 環境公害係 03-3228-5799 

ご
み
・
リ
サ
イ
ク
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中野区一般廃棄物処理基本計画 

環境部 
ごみゼロ推進課 ごみ減量推進係 
(松が丘一丁目6-3リサイクル展示室内) 

03-3228-5563 

ごみ減量出前講座・啓発イベント 
｢資源とごみの分け方・出し方｣リ
ーフレット、ごみ分別アプリ 
食品ロス削減の取組 

リサイクル展示室の事業 

事業系廃棄物収集届出制度 
集団回収の支援 

環境部  
ごみゼロ推進課 資源回収推進係 

(松が丘一丁目6-3) 
03-3228-5555 

資源の拠点回収(使用済の乾電
池･小型家電･蛍光管、食用油な
ど） 
びん・缶・ペットボトルの回収 
資源プラスチックの回収 

環境部 
中野区清掃事務所 

(松が丘一丁目6-3) 
03-3387-5353 

燃やすごみの収集 

陶器･ガラス･金属ごみの収集 

防鳥用ネットの貸出し 
環境学習(小学校・保育園等を対
象) 
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